
令和３年１２月 北九州市議会定例会の概要

１ 会 期 

  令和３年１２月２日（木）～１２月１０日（金） [９日間] 

２ 議 案 

議案第１３４号 北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正 

について 

議案第１４７号 指定管理者の指定について（北九州市立小倉南図書館） 

議案第１４８号 令和３年度北九州市一般会計補正予算（教育委員会所管分） 

について

３ 質疑・一般質問 

日程：令和３年１２月２日（木）～１２月７日（火） 

  概要：Ｐ．５～Ｐ．５０のとおり 
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○北九州市科学館について

○教職員の「月の残業45時間以内は難しい」という声について

戸町　武弘自民の会
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ハートフル北九州
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無所属の会
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会派名
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議 会 会 議 録           

「議案第１３４号 北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」 

質疑者 自民党・無所属の会 井上 秀作 議員 回答者 市長、教育長 

（質疑） 

幼児期の教育は「教育基本法」において、「生涯にわたる人格形成の基礎を養う重要な

もの」とされており、「幼児は生活や遊びといった直接的・具体的な体験を通して、情緒

的・知的な発達、あるいは社会性を育み、人間として、社会の一員として、より良く生

きるための基礎を獲得していく」といわれております。 

しかし、近年、少子化や核家族化、就労形態の多様化など、社会変化によって、幼児

教育を取り巻く環境が大きく変化しており、基本的生活習慣の確立や自制心・規範意識

等が十分に育っておらず、小学校へ進学した後、「集団行動が上手くとれない」「学校と

いう場所に馴染めない」という問題、いわゆる「小 1 プロブレム」と呼ばれる問題が、

指摘されています。 

このような課題に対応するため、国においては、こども庁の設置が議論されるととも

に、令和 3年 7月には、文部科学省の中央教育審議会初等中等教育分科会に、「幼児教育

と小学校教育の架け橋特別委員会」が設置され、幼児教育の質的向上及び小学校教育と

の円滑な接続について審議が行われるなど、幼児教育の課題解決に向けた取組が進めら

れております。 

こうした中、本市教育委員会は、本年 7月 21 日に「公立幼稚園の在り方」報告書をと

りまとめ、公立幼稚園４園の廃止を発表しました。 

この報告書では、公立幼稚園がこれまで果たしてきた役割や私立幼稚園の取組とともに、

今後の幼児教育の質の向上に向けた推進体制として、「（仮称）幼児教育センター」の設

置が示されております。 

この「（仮称）幼児教育センター」は、これまで公立幼稚園が培ってきた幼児教育に関

する知識や経験を受け継ぎ、公立幼稚園廃止後も、本市の幼児教育水準の維持向上を図

るための取組を推進していくとしています。 

これは、福岡市にもない先進的な取組であり、大変素晴らしいと私は思っておりまし

て、上手く機能するよう、是非、スピード感をもって、積極的に進めていってほしいと

思っております。そこで、2点お伺いいたします。 

まず、公立幼稚園の在り方については、これまで議会でも様々な議論があり、今回、

最終的に「公立幼稚園 4 園を全て廃止する」との結論に至った訳ですが、これを契機と

して、本市の更なる幼児教育の振興に向けた、発展的取組を行っていく必要があると思

います。 

よって私は、単に財政削減のために公立幼稚園を廃止するのではなく、この報告書に

あるように、未来の子どもたちのために見直しを行っていくものと認識しております
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議 会 会 議 録           

「議案第１３４号 北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」 

質疑者 自民党・無所属の会 井上 秀作 議員 回答者 市長、教育長 

が、市長の見解をお聞かせいただきたいと思います。 

次に、教育委員会は、公立幼稚園の廃止後も、「本市の幼児教育水準の維持向上に努め

ていく」としておりますが、具体的にどのように取り組んでいくのか、見解をお伺いい

たします。 

（答弁：市長） 

人格形成の過程で、極めて重要な時期である「幼児期」における教育は、家庭や地域

社会、幼稚園等において行われ、それぞれの有する教育機能を互いに発揮し、幼児の健

やかな成長を支える大切な役割を果たしています。 

国におきましては、幼児期からの教育の充実を図り、全ての子どもに対し、格差なく

質の高い学びを保障する「幼児教育スタートプラン」の具体化が推し進められています。 

議員ご指摘のとおり、文部科学省に「幼児教育と小学校教育の架け橋特別委員会」が設

置され、小学校教育との接続等について議論されるなど、幼児教育の重要性についての

認識が高まっております。 

市長としましても、幼児教育は大変重要なものであると認識しておりますが、公立幼

稚園廃止後も、これまで公立幼稚園の果たしてきた役割・機能を継承し、今後の幼児教

育に活かす必要があると考えております。 

そのための取組として、教育委員会は、新たに、（仮称）ではありますが、「幼児教育セ

ンター」を設置し、私立幼稚園を訪問しての助言や相談を行う「（仮称）幼児教育アドバ

イザー」を配置するなど、本市の幼児教育水準の維持向上に努めていくと聞いておりま

す。 

公立幼稚園の廃止は、単に財政削減のために行うものではありません。これからの子

育て支援や教育に関する課題解決に資するために行うものであります。 

そのため、「幼児教育センター」の設置にあたりましては、公立幼稚園の廃止を待たずに、

令和５年度から設置するよう教育委員会に伝えております。 

教育委員会からは、早急に準備を進めていくと聞いております。私も全面的に応援して

まいります。 

また、近年、特別な教育的配慮を要する幼児の人数は増加傾向であります。 

このことから、その就園先や対応の拡充について、保護者や幼稚園関係者をはじめ、市

議会からも多くの要望をいただいており、早急に対応する必要があると考えております。 

そのため、本市では平成 28 年度に、独自の支援制度であります「サポート園制度」を

創設し、特別な教育的配慮を要する幼児の私立幼稚園での受け入れを支援しております

が、今後、更なる支援の強化を検討してまいります。 
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議 会 会 議 録           

「議案第１３４号 北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」 

質疑者 自民党・無所属の会 井上 秀作 議員 回答者 市長、教育長 

子どもを安心して産み、育てる環境づくりや、子どもの可能性を広げる教育の充実は、

多くの市民が強く望んでおられます。今後も、市議会をはじめ、市民各界からのご意見

も伺いながら、取組を鋭意進めてまいります。 

（答弁：教育長） 

公立幼稚園廃止後に、幼児教育水準の維持向上のために具体的にどのように取り組む

のかというお尋ねにお答えします。 

教育委員会といたしましては、公立幼稚園廃止後も、引き続き、本市の幼児教育水

準の維持向上に努めていく考えでありまして、これまで公立幼稚園が培ってきた幼児

教育に関する知識や経験を受け継いで、三つの取組を柱といたしました新たな体制で

推進していくこととしております。

具体的な話でございますが、まず一点目に、（仮称）でありますが、「幼児教育セ

ンター」を設置いたしまして、幼稚園教育要領に関すること、研修の企画や実施など、

人材育成に関すること、特別な教育的配慮を要する幼児の支援に関すること、そうい

ったことなどの役割を担って、市内の私立幼稚園を支援する体制を構築してまいりま

す。

なお、（仮称）でありますが、「幼児教育センター」は、令和 5 年度には設置した

いと考えておりまして、今年度内には、外部有識者や幼稚園関係者からの意見聴取を

開始して、具体的な機能や体制等について、検討してまいりたいと考えております。

二点目でありますが、「（仮称）幼児教育連絡会議」を設置いたします。これまで、

随時、教育委員会と私立幼稚園連盟、そして子ども家庭局の三者で実施してまいりま

した意見交換等を定例の会議体として設置いたしまして、幼児教育の課題解決に向け

て、連携を深めてまいります。 

三点目でございますが、特別な教育的配慮を要する幼児への支援といたしまして、

これまで行っている「早期教育相談」や「早期巡回相談」を、引き続き、実施すると

ともに、本市独自の「サポート園制度」の拡充や、また、「（仮称）幼児教育アドバ

イザー」が訪問活動を通じて助言を行うなど、支援体制を強化してまいります。 

教育委員会といたしましては、今後も、本市全体の幼児教育の振興や、質の向上に

向けて、努めてまいります。
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議 会 会 議 録            

「北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」 

質疑者 日本共産党 伊藤 淳一 議員 回答者 教育長 

（質疑） 

本市の公立幼稚園については、北九州市行財政改革大綱において、研究実践機能を担

うために必要な園数で運営する方向が示され、2015 年度には、それまでの 8園から半分

の 4園に縮小されました。2015 年 4 月に策定された「公立幼稚園の今後の方向性」では、

教育・研究実践が公立幼稚園の役割であるとし、2015 年 12 月議会の教育長答弁において

も「市全体の幼児教育水準の維持向上に努めるのが教育委員会の責務と考えており、存

続する 4園でしっかり取り組んでまいりたい」と述べております。 

ところが、北九州市教育委員会は本年 7月 21 日、小倉、小倉南、八幡東、鷹の巣の 4

市立幼稚園について、少子化や定員割れが続く中、役割を終えたと判断し 2024 年度末で

の閉園を決め、市議会教育文化委員会で報告しました。1975 年に 15 園あった市立幼稚園

は全廃となります。突然の方針決定に、保護者からの存続を求める強い声は続いており

ます。教育水準の維持・向上を努めるには、豊富な幼児教育に関する知識や経験を有す

る公立幼稚園の存在が不可欠です。幼児教育の社会的、公共的意義はもっと追究される

べきであり、幼稚園の全廃は見直すべきです。答弁を求めます。 

（答弁） 

教育委員会では、平成 27 年 4 月に「公立幼稚園の今後の方向性」を策定しておりま

す。その中で、公立幼稚園の役割は「幼児教育における課題解決に必要な教育・研究実践

に取り組み、その成果の発信・普及に努めること」と定めております。 

また、同じくその中で、公立幼稚園における教育・研究実践の成果につきましては、

「一定期間経過後に評価・検証を行い、その在り方について改めて検討を行う」として

おりまして、私立幼稚園においても教育・研究実践が行われていることや、「幼児教育・

保育の無償化」が実施されるなど、市内の幼児教育を取り巻く環境も変化してきた中で、

「公立幼稚園の在り方」の検討を重ねてまいりました。 

最終的には、学識経験者等からの意見も踏まえまして、就園機会の地域格差が是正さ

れていることや、「教育・研究実践園」としての役割は、私立幼稚園においても担うこと

ができること、また、公立幼稚園と私立幼稚園の保護者負担額の差が解消されているこ

と、そういったことなどを総合的に勘案した結果、「公立幼稚園 4園を廃止する」との結

論に至ったために、本年 7 月の教育文化委員会にて報告を行ったところです。その後、

保護者や地元関係者等への説明を終えたことから、今議会に条例改正議案を上程したも

のでございます。 

幼児教育の質の向上に向けた今後の取組でございますが、教育委員会といたしまして

は、公立幼稚園廃止後も、引き続き、本市の幼児教育水準の維持向上に努めていく考え
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議 会 会 議 録            

「北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例の一部改正について」 

質疑者 日本共産党 伊藤 淳一 議員 回答者 教育長 

でありまして、令和 5年度には、名称は仮称ではございますが、「幼児教育センター」を

設置し、「（仮称）幼児教育アドバイザー」を配置する予定でございます。 

また、これも仮称ですが、「幼児教育連絡会議」の設置や、特別な教育的配慮を要する

幼児への支援強化などに取り組んでまいります。 

今後とも、これまで公立幼稚園が培ってきた知識や経験を受け継いで、本市全体の幼

児教育の振興と質の向上に向けて、努めてまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録           

「教員確保の取組について」 

質問者  ハートフル北九州 小宮 けい子 議員 回答者 教育長 

（質問） 

本市の教育を担う教員の確保について提案します。本市では新型コロナウイルス感染

症の拡大が落ち着いてきていますが、学校では感染症予防対策は現在も続いています。

長く続いた新型コロナウイルス感染症の流行で、全国一斉休校に始まり、感染症予防対

策として学校行事の中止や縮小が続き、友達との交流も制限される中で、人間関係や学

習などに不安を抱えている子どもや家庭の状況変化で悩んでいる子どもが多くいると聞

きました。学校でその子どもたち一人一人に向き合いしっかりと支えているのは教職員

です。その中の教員が大量退職の時期を迎え各県で教員の採用数が増加してきているこ

とと、教職をめざす学生の減少のために全国的に不足してきています。そこで、元気発

進北九州プランに「教育日本一」をかかげる北九州市の教員採用試験をより多くの人に

受験していただき、またＵターンやＩターン等によって他都市から本市で働きたいと考

える教員を増やす取組が必要になります。 

本市の教員採用情報専用サイトには市の美しい夜景が載せられ、市の街の魅力がつた

わるようにリニューアルされ、他都市に比べ、目を引きわかりやすいと感じました。ま

た、教職をめざす大学などに在籍中で、北九州市公立学校の教員を目指している方など

を対象とした、市が実施している実践的な講座「北九州教師養成みらい塾」は、現場を知

らない学生の不安を和らげ、具体的に市の教育にふれられるなどの素晴らしい事業だと

思います。今年度は、参加者 125 人のうち本市を 118 人が受験していると聞きました。 

 このような教職をめざす学生に向けた事業を今後もより充実し、この情報サイトでも

大きくＰＲしていだきたいと思いますが見解を伺います。また、この塾の受講者で、今

年度実施の本市の教員採用試験に合格した方の人数を併せて教えて下さい。 

（答弁） 

「北九州教師養成みらい塾」は、人材確保と採用前の人材育成を目的といたしまして、

平成 29 年度から実施しております。一定の成果を上げてきたところです。 

今年度の本市教員採用試験では、みらい塾参加者の 125 名のうち、受験者は 118 名で、

そのうち合格者は 68 名でありました。 

さらに平成 30 年度からは、大学との連携や地域の人材確保の充実を目的といたしまし

て、教育センター所員が、本市の近隣の希望する大学に訪問して、大学生を対象に「みら

い塾出前講座」も実施しております。 

今後は、この「みらい塾出前講座」に一本化をいたしまして、各大学との連携を充実

することで、より一層、講座内容の質の向上を図って、質の高い人材確保に努めてまい

りたいと考えております。 

なお、遠方の学生につきましては、オンデマンド動画を活用することで、研修の機会

を確保することができるように計画しております。 

また、ＰＲ方法でございますが、ご指摘にありますように、ホームページ等を活用し

て、より見やすく、アクセスしやすいものにしていきたいと考えております。
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議 会 会 議 録         

「教員の労働環境改善の取組について」 

質問者 ハートフル北九州 小宮 けい子 議員 回答者 教育長 

（質問） 

教員の労働環境改善の取組について伺います。教員の確保の重要性を申し上げました

が、教員の獲得の一番のポイントは、労働条件や労働環境です。決まった定数の中から

教員をめざす学生を各都道府県で取り合っている現在、本市が学生や他都市の教員に選

ばれる魅力的な学校現場であることが重要です。北九州市では、平成 29 年から教育委員

会と学校とが一体となって業務改善を総合的に実施していくために、「学校における業務

改善プログラム」を策定して、業務改善に取り組んでいますが、その改善状況について

四点伺います。 

一つ目が、教職員の在校等時間と休憩時間の確保について、退校時間に曲を流すなど

工夫し、管理職が退校を促している学校もあると聞きましたが、市内の小中学校等にお

ける改善状況を教えて下さい。また、定時退校に伴い自宅等で残務を行う、いわゆる持

ち帰り仕事の有無や所用時間を、どのように把握しているのか、併せて教えて下さい。 

二つ目は、文科省が学校における働き方改革に関する取組の通知等で示した業務のあ

り方の考え方は、「基本的には学校以外が担うべき業務」「学校の業務だが、必ずしも教

師が担う必要のない業務」「教師の業務だが、負担軽減が可能な業務」等と分類していま

す。これに基づいて、本市の小中学校等以外が担った業務、必要性等の実態に応じて整

理や負担軽減を図った業務、教育委員会の実践内容、及び各学校への指導内容等を具体

的に教えてください。 

三つ目は、今年度から新たに始まる、学校における業務改善コンサルティング業務委

託事業の現在の取組状況等について教えてください。 

四つ目は、教職員が安心して働ける職場環境づくりとして重要になる、ハラスメント

の相談窓口などはどのようになっているのか教えて下さい。 

（答弁） 

まず、教員の労働環境改善の取り組みについてのお尋ねのうち、在校等時間と休憩時

間、持ち帰り仕事の有無や所要時間についてと、学校における業務改善コンサルティン

グ業務の取り組み状況につきまして、あわせてお答えさせていただきます。 

平成 31 年 3 月に策定しました「学校における業務改善プログラム<第 2版>」の推進に

より、令和 2年度の勤務時間外における月平均在校等時間は、小学校教諭等で 22 時間 40

分、中学校教諭等で 31 時間 14 分で、いずれも前年に比べまして、小学校では 5時間 18

分、中学校では 9時間 7分と、大きく減少したところです。 

また、休憩時間や持ち帰り仕事に関しましては、令和 2 年 2 月に全教員を対象に、電

子申請システムに個人が直接入力する方法で実態調査を行いました。 

その結果、約 7 割の教員から回答があって、教材の作成や授業準備のために、規定通

りの休憩時間が確保できていないことだとか、約半数の教員が、1日平均で 20 分～30 分

程度の持ち帰り仕事を行っていること等の実態が判明いたしました。 

このような調査結果を受けて、現在、休憩時間の確保及び持ち帰り仕事の縮減に向け
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議 会 会 議 録         

「教員の労働環境改善の取組について」 

質問者 ハートフル北九州 小宮 けい子 議員 回答者 教育長 

て、重点的に取組を行っております。例えば、休憩時間の分割取得の促進や、「業務改善

に関する教職員提案」における「休憩時間の確保部門」の新設、小学校における３５人以

下学級の拡大による教員の負担軽減、専科指導の推進による空き時間の確保等、そうい

ったものであります。 

次に業務改善、コンサルティング導入の件でありますが、業務改善につきましては、

これまでも教育委員会と学校とが全力で推進してまいりましたが、昨年の業務改善推進

拡大会議におきまして「民間企業の新たな視点を取り入れた更なる業務改善の推進を図

ってはどうかとの意見が出されました。 

そこで、今年度、他都市においても実績があります民間企業によるコンサルティング

を導入し、小学校 3校、中学校 2校をモデル校として実施しております。

この取り組み状況でございますが、現在、各学校でプロジェクトチームをつくりまし

て、ボトムアップで業務改善に取り組んでおります。具体的には、職員の業務改善の意

識の向上を図るために研修を行ったり、職員室の作業導線と整理状況に関して執務環境

を改善したり、教員の業務を教員がやるべき仕事なのか、そこまでする必要があるのか

という視点で見直すといったことなど、民間企業のノウハウを取り入れた様々な取り組

みを行っております。 

今年度内には、本事業の成果の検証をまとめて、モデル校によります、実践発表会を

通して事例の紹介などを行って、市内全校に成果を発信することを検討しております。 

続きまして、文科省通知で示された学校の業務のあり方について、本市の対応状況を

お尋ねいただききました。平成 31 年 3 月 18 日付で、文部科学省より「学校における働

き方 改革に関する取組の徹底について」の通知が発出されました。 

ここの中で、これまで、学校や教師が担ってきた 14 の具体的業務が３つに分類されま

して、それぞれ教師以外の担い手の確保や、業務のスクラップアンドビルドを行うこと

が、各教育委員会に求められたところです。 

本市においては、この 14 の具体的業務について、通知の考え方に則って、あらためて

本来の担い手の検討や、移行に必要な対応を行ってまいりました。 

まず、「基本的には学校以外が担うべき業務」では、例えば、「登下校に関する対応」や

「放課後の見回り」につきましては、本市では、すでにスクールヘルパーなどの地域ボ

ランティアが活躍しており、引き続き協力を求めることとしています。 

続いて「学校の業務だが、必ずしも教師が担う必要のない業務」におきましては、例え

ば、「調査・統計等への回答等」、あるいは「部活動」についてなどですが、学校事務職員

の役割の明確化や部活動指導員の拡充などにより、教師以外の担い手の確保を行ってい

るところです。 

最後に「教師の業務ではあるが、負担軽減が可能な業務」では、例えば、「授業準備」

や「支援が必要な児童生徒・家庭への対応」につきまして、スクールサポートスタッフや
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議 会 会 議 録         

「教員の労働環境改善の取組について」 

質問者 ハートフル北九州 小宮 けい子 議員 回答者 教育長 

スクールカウンセラーの配置の充実等によって、教師の負担軽減を図っているところで

す。 

教育委員会といたしましては、この文科省通知の趣旨を取り入れました「学校におけ

る業務改善プログラム〈第２版〉」を策定して、取組を推進することで、役割分担の適正

化という通知の趣旨が、各学校に浸透するよう努めているところでございます。 

 続きまして、職場環境づくりで重要なハラスメントの相談窓口についてのお尋ねでご

ざいます。 

ハラスメント対策におきまして、相談窓口は、働いている職員に安心感を与えて、ハ

ラスメントに悩む職員の早期対処へとつなげていく重要な役割を持っております。 

相談窓口でございますが、学校の教職員の場合は、1つ目は、上司であります学校長や

園長、2つ目は、各学校におきまして、管理職を除く教職員の中から選任された男女 1名

ずつのハラスメント相談員、3 つ目が、女性専用窓口を兼ねました教育委員会の教職員

課、4つ目は、ハラスメント専門相談員が対応いたします監察官室、こういった 4つの相

談窓口がございます。 

このように、複数の相談窓口を設けることで、誰もが相談しやすい環境を整えて、問

題事案を迅速かつ適切に解決できるように努めているところでございます。 

また、教職員に相談窓口を周知していくことも大切なことから、教職員向けの「ハラ

スメント防止ハンドブック」への掲載や、ハラスメント相談員についてのお知らせの配

付、毎年度のハラスメント防止研修の中での周知等を行っております。 

ハラスメント対策につきましては、こうした相談窓口等の問題解決のための取組みと

並行いたしまして、継続的な研修等を通して、その防止や排除に取り組んでいるところ

でございます。 

教育委員会といたしましては、今後も、学校現場の業務改善やハラスメント対策に取り

組んで、教職員 1 人ひとりが安心して気持ちよく働くことができる職場環境づくりに努

めてまいります。 

13



議 会 会 議 録            

「ＩＣＴ活用支援事業の拡充について」 

質問者 ハートフル北九州  小宮 けい子 議員 回答者 教育長 

（質問） 

ＩＣＴ活用支援事業の拡充について伺います。 

昨年、市内の小、中、特別支援学校等に 1人 1台の端末が急きょ整備され、非常事態

宣言下では対面授業と併用してオンライン授業が実施されてました。 

現在、ＧＩＧＡスクール構想の目的に沿って教員、児童・生徒の力を最大限に引き出

すことに向けて､新たな授業形態がスタートしていると伺っています。 

子どもたち一人一人の反応を踏まえた、双方向型の一斉授業や教育的ニーズ、学習状

況に応じた個別学習が可能になること、お互いの考えをリアルタイムで共有化し、多様

な意見にも即時に触れられること等の教育ができるようになります。 

しかし、これらを実現していくには、教職員のサポート体制が必要です。 

学校内で、ＩＣＴの活用が得意な教職員のみに過度な負担がかからないようにする

ためにも人的な配置が必要です。 

また、現在実施しているオンライン授業は、学校に登校できない児童･生徒に向けて

教室で行っている授業を配信しているのみで、担任一人では、自宅等の児童・生徒とリ

アルタイムで双方向のやり取りを行いたくても行えない状況だそうです。 

そこでお尋ねです。本市の目指す誰一人取り残すことのない教育を実現するために

は、更なる人的配置を行い、教職員へのサポート体制と登校できない児童・生徒に向け

たオンライン授業の実施方法をより充実させる必要があると考えます。 

ＩＣＴ活用支援事業の拡充について、ご見解をお聞かせください。 

（答弁） 

オンライン授業は、コロナ禍におきまして、本市におきましても特に２学期以降に多

くの学校で実施されているところであります。 

しかしながら、対面の授業に加えまして、オンライン授業についても注力する必要が

ありまして、教員にとって様々な負担があると認識をしております。 

具体的な負担の中身でございますが、オンライン用と対面用の、といった１つの授業

で複数の教材の準備が必要になること、対面の授業を行いながら端末の操作をしなけ

ればならないこと、急な接続トラブル等による相談対応が発生すること、こういった新

たな業務負担が生じております。 

そこで、教育委員会では円滑なオンライン授業の推進と教員の負担感の軽減のため

に、全教員を対象といたしまして「実技講習会」を今年の８月に実施いたしました。 

また、準備や設定が困難な学校には指導主事を派遣して、端末の設定や配信支援を行

ったり、大規模校の休校の時には、指導主事を常駐させて、授業配信の支援や保護者か

らの接続トラブル等の相談対応を行ったりしました。 

さらに、ＩＣＴ活用支援事業といたしまして、今年の 9月からはヘルプデスクを設け

て、学校からの電話相談を受けて、必要に応じてスポットで学校支援をすることで、急

なトラブルに対応できるようにしております。 

今後の支援でございますが、国は、これまで「人」中心の支援から「ＧＩＧＡスクー

ル運営支援センター」等の「組織」中心による支援体制への発展・充実を掲げておりま

す。 

今後は、人的配置だけではなく、国の動向を踏まえまして、ＩＣＴ活用に係る教員の

負担軽減の方策について、さらに研究を進めてまいりたいと考えています。 
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議 会 会 議 録           

「ジェンダー平等社会の実現について」 

質問者  日本共産党 永井 佑 議員 回答者 教育長 

（質問） 

性的マイノリティへの支援について二点尋ねます。 

教育現場での啓発活動についてです。多様性を認め、性的マイノリティの方々も含め

たすべての人が認められる社会を作る為には教育現場での啓発が必要不可欠です。福岡

県では人権教育・啓発基本指針を定め、12 月の人権週間において、教育現場での啓発活

動が行われるよう、教材を提供し、活用を促しています。本市でも、北九州市人権問題啓

発推進協議会が、「モモマルくんと考えよう！ＬＧＢＴ編 1・2」を発行・配信していま

す。未就学児にも分かりやすい内容であり、トランスジェンダーに悩むオオカミを通し、

様々な動物が多様性を認め合う様子を紹介し、「ありのまま」で良いと言うメッセージが

発せられています。日常生活の中で、楽しく知れる、学べる環境づくりが必要であり、啓

発活動を行う教育機関や保護者の学習機会を設けることも大切です。そこで尋ねます。 

新たな取組や工夫を行い、啓発を進める必要があります。当事者の意見を反映した資

材の作成や提供、市内小中学校に、様々な専門家や相談センターの方、専門にしている

NPO 法人の方を講師として招くなど、市内小中学校の子どもたちや教員、保護者に対して

より現実味のある啓発を行うべきです。答弁を求めます。 

（答弁） 

教育現場におけます啓発ですが、性的マイノリティ等、全ての人が認められる社会を

築くためには、児童生徒への人権教育や保護者への啓発活動が、大切であると認識して

おります。学校現場での取組みですが、性的マイノリティへの理解を深めるために、教

職員への研修を行うとともに、様々な工夫を行いながら、児童生徒への指導に取り組ん

でいるところでございます。具体的に紹介します。 

まず、教職員への研修でございますが、学校では、本市が独自に作成いたしまいた「教

職員のためのＬＧＢＴ（Ｑ）の子どもたちへの支援ハンドブック」というものを活用い

たしまして、ＬＧＢＴ（Ｑ）の研修を人権教育校内研修年間計画の中にきちんと位置付

けまして、実施しているところです。 また、小中学校の研修会では、トランスジェンダ

ーの方を講師として招いて、「男性として生まれた生徒がスカートをはきづらい現状」に

ついてご講演していただくなど、教職員の理解を深めております。児童生徒への人権教

育でございますが、授業では、性的マイノリティについて、小学校版では「新版 いの

ち」であります、その中の『「男」「女」ではなく「人間」として』という教材等を基に学

習しております。また、性的マイノリティの当事者が体験談を話したり、臨床心理士や

精神科医による「性の多様性の講演会」等を行ったりしております。 

さらに、「明日への伝言板」の性的マイノリティに関する視聴覚教材を学習に取り入れ

たり、給食時間に放送したりする等、工夫しながら児童生徒への啓発活動にも取り組ん

でおります。また、保護者への啓発でございますが、保護者の学習の場であります「家庭

教育学級」では、性的マイノリティの当事者や専門家を講師として招いて、「ジェンダー

平等」についての理解を深める学習会を行っております。 
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議 会 会 議 録           

「ジェンダー平等社会の実現について」 

質問者  日本共産党 永井 佑 議員 回答者 教育長 

今後も、教育委員会といたしまして、児童生徒が性的マイノリティに関して正しく理

解して実践できるように、これからも継続的に、人権教育や啓発活動に全力で取り組ん

でまいります。 
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議 会 会 議 録          

「少人数学級の拡充について」 

質問者 日本共産党 永井 佑 議員 回答者 教育長 

（質問） 

少人数学級の拡充についてお尋ねします。 

新型コロナウイルスの感染拡大を機に高まった少人数学級を求める声に押され、政府

は2021年度から5年間かけ小学校全学年の学級編制を40人から 35人に引き下げる計画

を示しています。国に先駆け本市では、今年度、35 人以下学級を小学校全学年に拡大し

ていますが、特別支援学級に所属する児童が通常の学級で交流学習に参加する場合は、

36 人以上学級になっている教室などがあり、毎日の健康チェックなどのコロナ対策やタ

ブレット導入などにより教員の負担は増しています。文部科学省は、2022 年度予算案の

概算要求を発表し、小学校で 35 人学級を実現するために 3,290 人の教職員定数改善を要

求しましたが、少子化などによる教職員減を見込んでおり、全体では定数減です。市内

の小学校の教員にお話を伺ったところ「4月から 35 人以下になったが、少人数になった

実感がない。クラスに 30 人以上いては、きめこまやかな教育環境とは程遠い」「もっと

教員を増やしてほしい。」「高学年の授業を担当する専門科目教員を配置してほしい」と

のことでした。保護者からも「子どもがコロナ禍の分散登校時には、手を上げやすかっ

た、先生に質問しやすかったと言っている。もっと進めて欲しい」と声がありました。現

状は、本来の目的である、誰一人取り残さない教育とは言い難い状況です。そこで尋ね

ます。保護者や教員の声は、さらなる少人数学級の実現を求めています。早急に 20 人程

度の学級へ改善し、中学校も 3 年生まで拡大する計画を立てるべきです。答弁を求めま

す。 

現場の教員は、「数時間、専科教員が受け持ってくれたら余裕もでき、生徒へ目が行き

届く。子どもが笑う学校にしたい」と話します。教員の負担を軽減し、さらなる少人数学

級化に向けた整備を進めるためにも、国へ加配定数の改善を要求する事はもちろん、本

市独自で緊急に教員を雇用すべきです。答弁を求めます。  

（答弁） 

さらなる少人数学級の実現のため、20 人程度の学級や中学校 3年生までの少人数学級

の拡大の計画を立てるべき、というご質問と、本市独自で教員を緊急に雇用すべきであ

るというご質問に、あわせてお答えいたします。 

本市における少人数学級編制につきましては、他都市と比較しても進んでおります。

国から配当された加配教員等を活用しまして、児童生徒に対するきめ細かな教育や、学

校における業務改善、学力・体力の向上等の教育課題に取り組んでいるところでござい

ます。 

このような中、国においては、義務標準法の一部が改正されて、令和 3 年度から 5 年

かけて、小学校の学級編制の標準が 40 人から 35 人に段階的に引き下げられることとな

りました。 

本市におきましては、この法改正を契機としまして、今年度から国に先んじて、小学

校全学年で 35 人以下学級を実施いたしました。同時に「専科指導・少人数指導」にも引
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議 会 会 議 録          

「少人数学級の拡充について」 

質問者 日本共産党 永井 佑 議員 回答者 教育長 

き続き取り組み、きめ細かな指導と教員の働き方改革の推進の両立を図っているところ

でございます。       

20 人学級や小学校、中学校の少人数学級編制に対します本市の考え方でございますが、

小学校の 20 人程度の学級に関しましては、現時点では考えておりません。まずは３５人

以下学級を着実に実施することによって、これまで以上にきめ細かな指導を実現して、

教育の質の向上を図ってまいりたいと考えております。 

一方、中学校におきましては、今回の法改正では、学級編制の標準の見直しが行われ

なかったために、増級に必要な基礎定数が措置されないことから、現時点では、中学校

全学年に 35 人以下学級を拡充することまでは考えておりません。 

なお、中学校におけます 35 人以下学級編制の拡充につきましては、指定都市教育委員

会協議会等を通じまして、国に対する教職員配置の充実改善の要望を続けているところ

でございます。 

また、教員配置の基本的な考え方ですが、本市の教員配置に関しましては、児童生徒

数に基づき算定されます「基礎定数」と毎年度の予算の範囲内で国から措置されます「加

配定数」の範囲内で教員を配置するという基本的な考え方のもとで、学校教育の充実を

図ってまいりました。本市では、この加配定数等の工夫をして、小学校全校におきまし

て、理科、外国語、体育を中心に、専科指導を実施しております。 

その結果、今年度、小学校高学年の担任におきましては、平均して１週間あたり４時

間の空き時間を作ることができて、学校現場からも「空き時間に授業の準備ができてあ

りがたい」だとか、「客観的に児童を見ることができる」などの声が聞かれております。

このような取組みによりまして、教員の空き時間の確保に努めているものの、さらな

る少人数学級の推進には、国の教員定数の改善によります増員が必要不可欠であると考

えております。 

なお、末松信介文部科学大臣は、10 月下旬に報道各社の取材に対しまして「中学校の

35 人学級化やさらなる少人数化を考えたい」と発言されております。今後、国において

少人数学級のあり方が議論されることと考えております。 

いずれにいたしましても、さらなる少人数学級の推進に関しましては、このような国

の動向を慎重に注視してまいります。 
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議 会 会 議 録            

「スポーツの振興について」 

質問者  若松を愛する会 本田 一郎 議員 回答者 教育長 

（質問） 

東京 2020 オリンピック・パラリンピックが開催され、コロナ禍の中にあっても日本は

大変盛り上がりました。中でも柔道日本代表は個人戦で男女合わせて金メダル 9 個、混

合団体戦においても銀メダルを獲得するなど大活躍を見せてくれました。 

特に女子 57 キロ級銅メダリストの芳田司選手は門司区の敬愛高校出身であり、柔道に

対する姿勢や最後まで諦めない姿は北九州市民に大きな夢と感動を与えてくれました。 

また、先日本市で開催された世界体操・新体操選手権でも選手の素晴らしい演技が観

客やテレビの視聴者を魅了し、北九州市の知名度を全国的に広めることができました。 

このようにスポーツのもたらす感動は市民のシビックプライドの向上に多くの役割を

果たします。 

私も柔道を小学校三年生から始め大学卒業するまで選手として現役を続け、現在は地

元中学校の武道場をお借りして 30 年近く幼稚園児、小学生を指導しております。子供達

には日本柔道の祖、嘉納治五郎先生が講道館柔道の指針として掲げた「自他共栄」「精力

善用」の精神を伝え、健全な育成、心身共に強く成長する事を願い保護者と情報共有し

ながら関わっています。 

また、この二つの言葉は嘉納先生が顧問として創立時に関わった旧制灘中学校、現在

の灘中学校・高等学校の校是にもなっており、改めて素晴らしい指導方針だと納得して

おります。 

しかしながら、昨今は柔道競技人口が伸び悩み世界規模で見ると、次回三年後オリン

ピック開催国のフランスやブラジルに次いで三位となっています。一方で東京オリンピ

ックでの活躍のお陰で、入部希望者や問い合わせが増えたとの声も多く耳にする様にな

りました。 

現在の本市では中学校までは全国大会上位レベルにいますが、高校になると急にレベ

ルが下がります。これは市内に全国レベルの高校、特に男子の行ける高校が無く、有望

な選手は市外の強豪校にいってしまうからです。 

また、以前は北九州市長杯や北九州市議会議長賞などの大会や表彰がありましたが、

現在はないようにお見受けします。 

そこでお尋ねします。 

北九州市立高校に柔道部を作り、女子駅伝のように強化してはどうでしょうか。有望

な中学生の市外への流出を防ぎ、また全国区となることで北九州市の知名度向上等にも

つながりますが、見解を伺います。 
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議 会 会 議 録            

「スポーツの振興について」 

質問者  若松を愛する会 本田 一郎 議員 回答者 教育長 

（答弁） 

北九州市立高校につきましては、若年人口の減少をはじめ社会の状況が大きく変わ

る中で、昨年、有識者会議にてその在り方を検討しました結果を踏まえまして、今後の

方針を策定して、現在、魅力化・特色化を進めているところでございます。 

例えば、ＳＤＧｓをテーマに３年間継続した探究的な活動を展開する。個別最適化さ 

れた学習環境を提供するために、生徒個人の関心や進路希望等に応じた内容の講座で

あります「市高タイム」を設定する。そして部活動を充実する。こう言った取り組みな

どを魅力化・特色化の一つとして取り組んでいるところでございます。部活動の現状で

ございますが、現在、北九州市立高校の部活動は、陸上部や野球部など 11 の運動部と

吹奏楽部や珠算部など 11 の文化部が活動しておりまして、全ての教員が部活動の顧問

として、日々熱心に、生徒の指導にあたっております。本年度の部活動におきます主な

成績をご紹介いたします。ダンス部は、「全日本高校チームダンス選手権大会」で優勝。

陸上部は、今月に京都で行われます「全国高校駅伝競走大会」に「福岡県の代表」とし

て出場いたします。ソフトボール部は、「九州高等学校総合体育大会」でベスト８、 

吹奏楽部は、「九州吹奏楽コンクール」で銀賞、珠算部は、「全九州高等学校ビジネス計

算競技大会」で第３位、その他にも、多数の部活動が県大会へ出場して好成績を収めて

おります。 

今後の方向性でございますが、部活動の新設にあたりましては、生徒数や顧問の確保

が必要です。また、設備等の環境整備などございまして、多くの課題がございます。 

しかしながら、今後の市立高校の魅力化・特色化のためには、部活動の充実は、欠か

せない要素でございます。そのためには、まずは、陸上部やダンス部など、現在高い実

績を残している既存の部活動を中心として、さらなる充実を、当面のところ図ってまい

りたいと考えています。 
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議 会 会 議 録           

「不登校支援について」 

質問者  公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

（質問） 

本市は「北九州市不登校等に対する総合的な検討に関する有識者会議」を行い、「社会

的自立」を基本理念とする方向性を定め、「多様な学び方の提供」「学校・教員の指導力

向上」「関係機関との連携を強化」など、今後の対策としています。コロナ禍でタブレッ

トを活用したオンライン授業も始まり、多様な学び方ができるようになりました。この

秋コロナの感染が爆発的に広がったときは、我が子の通う中学校でも分散登校となり、3

日に 1 回登校、あとはオンライン授業という生活が始まりました。最初は有難く思って

いましたが、次第に子どもの起床時間が遅くなるなど生活リズム、食生活も崩れ、私が

家にいない時は何をしているのだろうかと不安も大きくなりました。先生方が授業後も

画面を通して子どもたちのケアをして頂きましたが、コロナの感染拡大が広がる中、先

が見えず、この状態がいつまで続くのかどうしようもできない日々でした。子どもにと

って学校などの居場所、また教員や大人との関わりや対面授業の大切さを再確認させて

頂きました。そこで 2点お伺いいたします。 

一点目に、不登校の子どもたちの状況は様々であり、学校がどれだけ一生懸命子ども

たちにかかわっても、家庭の支援も欠かせません。教育機会確保法第十三条で「不登校

児童生徒の休養の必要性」が認められましたが、まだまだ不登校＝問題のある子とみて

いる方が多く、「学校に通わなければならない」という思い込みが、学校を休むことで回

復するはずの症状を悪化させ、結果として長期間、学習の機会を失う事態を生んでいま

す。このような状況で不登校の子どもや家族の居場所がどんどんなくなり、追いつめら

れるのではないでしょうか。市政だよりなどの媒体で本市の教育方針や不登校支援、不

登校児童生徒の休養の必要性等を掲載し、多くの市民に正しい理解をしていただき、も

っと子育てしやすい北九州市にしていくことはできないでしょうか。見解をお伺いいた

します。 

二点目に、本年 4 月にできた大田区立不登校特例校分教室「大田区立御園中学校 み

らい教室」に視察に行かせて頂きました。この学校は社会的・職業的自立に向けて必要

な基盤と資質と能力を身に付けられるよう、一人ひとりに寄り添いキャリア教育を実施

しています。登校時間を時差で行い、不登校で遅れがちな勉強の振り返りができるよう

個人勉強の時間を毎日設け、また、体験が不足している子どもが多いのでソーシャルス

キルトレーニングを行っているようです。定員は 3学年で 24 名ですが、87.2％の生徒が

不登校状態から改善されました。担任制を設けておらず、職員室がガラス張りのため先

生に声がかけやすく、休んでもオンラインで先生やスクールカウンセラー、養護教諭が

声かけをするそうです。この改善は、子どもたちの安心感の表れであると思います。生

徒 24 名に対してこのような特例校を作ることで費用対効果を言われると何も言えませ

んが、学校に通えなかった子どもたちが安心して家から出ることができたという点はと

ても大きいことだと思います。子どもたちは、今不登校の状態であっても、その先の進

学や就職、更にその先には将来があります。本市にも不登校特例校を検討できないでし
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議 会 会 議 録           

「不登校支援について」 

質問者  公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

ょうか。見解をお伺いいたします。 

（答弁） 

まず、議員ご指摘のとおり、不登校対策の取組みや不登校児童生徒の休養の必要性、

また、不登校は問題行動ではないことなどにつきまして、多くの市民が正しく理解でき

るように周知することは、大変重要だと考えております。 

そこで、これまでも、教育委員会では、子どもの情緒の安定や集団への適応を図る「ワ

ラビーキャンプ」や、本年度、8月下旬から開始いたしました「未来へのとびらオンライ

ン授業」など、特色ある不登校対策の取組みにつきまして、本市の市政だよりやホーム

ページ等を活用して、市民へ周知をしております。 

 また、不登校に関する様々な相談機関について、わかりやすく紹介したパンフレット

を保護者などへ配布をして、周知しているところです。 

今後、この不登校児童生徒に対する市民の理解を深める内容などを新たに加えまして、

パンフレットにつきましては、更に充実させる予定としております。 

 充実の具体的な内容といたしましては、不登校は、どの子にも起こり得ることで「問

題行動」ではないこと、不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の意味を持つこと、

「登校という結果のみ」などではなく、「社会的自立」を目標として、児童生徒や保護者

を追いつめることのないように配慮が必要であること、不登校児童の居場所の一つであ

るフリースクールに関する情報、こういったことなどにつきまして、わかりやすくまと

める予定としております。 

 このパンフレットにつきましては、各学校から全家庭への配布や各区役所の子ども・

家庭相談コーナーなどの相談機関に配布することとしております。 

 あわせて、不登校や不登校児童生徒に対する考え方などにつきましては、市政だより

やホームページなど、様々な媒体を活用して、広く市民に周知を図ってまいる予定でご

ざいます。 

次に、お尋ねの不登校特例校についてでございますが、令和 3年度の現在、全国に 17

校が設置されております。子どもたちの居場所の一つとして、また、個別・小集団なら適

応できる子どもたちに有効であるとは考えております。 

しかしながら一方で、受け入れられる児童生徒数が限られることや設置の場所、また、

通学距離など様々な課題があるとも考えております。 

 そのために本市では、不登校特例校の代わりに、ＧＩＧＡスクール構想で配布をされ

ました 1 人 1 台の端末を個別に活用いたしました「オンライン授業」を実施しておりま

す。より多くの子どもたちの「社会的自立」への支援を目指しているところでございま

す。 

具体的にご説明いたしますと、学校が各教科の授業などを配信するタイプの「オンラ

イン授業」、欠席が長期化している中学生を対象に、教育委員会が、独自に工夫したプロ

グラムを配信するタイプの「未来へのとびらオンライン授業」こういった二つのタイプ

22



議 会 会 議 録           

「不登校支援について」 

質問者  公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

の「オンライン授業」によりまして、支援を行っているところでございます。 

 これらの授業を通しまして、教員や他の参加生徒と学習することで、人とのつながり

を感じて、安心感をもつことができるなど、不登校児童生徒の新たな居場所の一つとな

るように取り組んでいるところでございます。 

まずは、これらの「オンライン授業」によります不登校児童生徒への支援を更に充実

させるとともに、その成果と課題の検証を行って、子どもの状況に応じた居場所づくり

や多様な学びの機会を提供して、「社会的自立」への支援に努めてまいりたいと考えてお

ります。 
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議 会 会 議 録           

「小倉北特別支援学校について」 

質問者 公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

（質問） 

小倉北特別支援学校についてお伺いいたします。 

本年 11 月、小倉北区下到津の東芝北九州工場跡地に、医療法人真鶴会小倉第一病院が

移転し開業しました。この東芝北九州工場跡地については、教育・医療・生活と三つのゾ

ーンに分けて、跡地活用のコンセプトが示されており、このうちの教育ゾーンについて

は、小倉北特別支援学校と北九州中央高等学園を移転・併置させることとなっています。

全国的に特別支援学校の在籍児童生徒数が増加し、令和 2 年度における在籍者数は、

平成 19 年度と比較すると約 1.3 倍となっています。本市においても、令和 2年度の在籍

者数は平成 19 年度と比較すると約 1.4 倍に増加している現状です。特別支援学校に在籍

する児童生徒が増加したことで教室が不足し、校舎等の過密化、狭隘化が進行していま

す。そのため、特別教室を普通教室に転用したり、パーテーションやカーテンレールで

分割して、普通教室を共用したりすることにより、各自治体が対応を工夫しているよう

です。 

しかし、このような対応は、特別支援学校に在籍している児童生徒の教育環境を考え

ると、決して良いものとは言えません。このような状況を受け、文部科学省は令和 3 年

9月に「特別支援学校設置基準」を公布しました。小倉北特別支援学校及び北九州中央高

等学園については、令和７年度の年度内に供用を開始することになっていますが、設置

基準に基づいた特別支援学校の整備が進み、児童生徒の教育環境が向上することに期待

します。 

特別支援学校の整備にあたっては、よりよい教育環境とするため、設計段階から様々

な視点で検討する必要があると考えます。その中で最も大切にされなければならないの

が、児童生徒にとっての安全・安心な教育環境ではないでしょうか。近年、甚大な被害を

もたらしている自然災害、児童生徒の転倒や衝突による校内での事故、不審者の侵入、

そして新型コロナウイルスを始めとする感染症等と現在学校が直面している様々な教育

的課題に、施設・設備をいかにして整えるかが重要であると考えます。そこで 3 点お伺

いいたします。 

一点目に、特別支援学校設置基準で示された内容は、現在市内 8 校の特別支援学校の

現状が基準に満たないところもあるかと思いますがその対応について、お伺いいたしま

す。 

二点目に、新設される小倉北特別支援学校及び北九州中央高等学園も、特別支援学校

設置基準に照らし整備計画は変更を必要としないのか、見解をお伺いいたします。 

三点目に、 6 月 15 日に開催された教育文化委員会で小倉北特別支援学校及び北九州

中央高等学園の整備基本計画が発表され、議事録も見させて頂きました。私自身も小倉

北区の議員として学校環境の危機管理をどうしていくのか危惧しております。児童生徒

にとって、安全・安心な教育環境をどのように確保していくのか、見解をお伺いします。
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議 会 会 議 録           

「小倉北特別支援学校について」 

質問者 公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

（答弁） 

小倉北特別支援学校等整備に関連致しまして、特別支援学校設置基準につきまして二

点のお尋ねをいただきましたので、併せてお答えさせて頂きます。 

特別支援学校設置基準は、在籍者数の増加によって慢性的な教室不足が続いている特

別支援学校の教育環境を改善する観点から令和 3 年、今年の 9 月 24 日に公布されまし

た。 その制定にあたりましては、特別支援学校を設置するために必要な最低限の基準と

するとともに、地域の実態に応じた適切な対応が可能となるように、弾力的かつ大綱的

な規定となっております。  

設置基準を踏まえました特別支援学校の現状でございますが、市立特別支援学校 8 校

のうち校舎につきましては 7 校が必要面積を満たしております。運動場について 2 校が

必要面積を満たしております。 校舎についての必要面積をわずかに満たしておりません

小池特別支援学校は、現在、校舎の現地建て替えを行っております。来年 1 月の新校舎

の供用開始に伴って、全ての特別支援学校において、校舎の必要面積を満たすこととな

る予定でございます。  

運動場についてでございますが、必要面積を満たしておりません 6 校のうち、小池特

別支援学校については令和 5 年度中の現地建て替え、また、小倉北特別支援学校につい

ては、令和 7年度中の移転によりまして未達成状況が改善されることとなります。  

小倉総合特別支援学校につきましては、本年度中に旧総合療育センター西棟を解体し

て運動場として整備する工事を行っているところで、令和 4 年度中に供用開始予定でご

ざいます。  

一方、国の基準でございますが、学校周辺が住宅地であるなど土地の確保が困難で、

近隣の学校等の施設で教育活動が実施できる場合だとか、また、各学校の障害の種類に

よりましては教育上支障がないと判断してよいというふうになっております。現在行っ

ております整備の終了予定となっております令和 7 年度以降で申し上げますと、門司総

合、八幡、八幡西、そして小倉総合特別支援学校につきましては、運動場の必要面積を満

たさないこととはなりますが、いずれも達成率が概ねで 70%を満たすこととなりまして、

教育活動の内容や障害の種類等を踏まえますと教育上支障がないというふうに判断して

おります。 

小倉北特別支援学校と北九州中央高等学園の現状と展望でございますが、本年度、小

倉北特別支援学校の運動場は必要面積を満たしておりませんが、この校舎と北九州中央

高等学園の校舎及び運動場は必要面積を満たしております。  

新たに建築するこの 2 校でございますが、設置基準を満たす校舎及び運動場面積で計

画を進めているために、面積等におきまして、整備計画の変更は特に必要ないものとい

うふうに認識しております。 
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議 会 会 議 録           

「小倉北特別支援学校について」 

質問者 公明党 冨士川 厚子 議員 回答者 教育長 

続きまして、小倉北特別支援学校等を整備するにあたり、安全安心な教育環境をどの

ように確保していくのかという点にお答えいたします。  

教室不足等による狭あい化などに対応するため、小倉北特別支援学校と北九州中央高

等学園を東芝北九州工場跡地に移転・併置することとしております。  

令和 2年度は基本計画を作成し、本年度は基本設計を策定中でございます。 基本計画

で整理いたしました諸条件を踏まえて、基本設計では建築物の具体的な配置計画、機能、

各部の面積、内外の意匠等について検討しております。今年の 6 月に教育文化委員会で

基本計画をお示し致しました際にいただいたいろいろなご意見等を踏まえまして、児童

生徒の安全・安心な教育環境と防災の観点から、基本設計では運動場や体育館の配置や

仕様を見直すことといたしました。 

具体的な変更点でございますが、運動場は地盤高が低い東側の敷地にすることによっ

て、日当たりや粉塵対策の改善と併せ、集中豪雨時に一時的な貯水池のような役割を持

たせることができます。 体育館は 2階に配置することで、板櫃川の浸水時に全校児童生

徒の安全な避難場所を確保することができます。 また、体育館棟を隣接道路沿いに配置

することで、地域住民の避難場所としても有効でございます。 なお、地震や火災発生時

の避難におけます安全面を考慮して校舎は 3階建てとしております。 さらに児童生徒に

とって安全・安心な教育環境とするために学校・学部による明確なゾーニング、動線の

分かりやすさ、管理諸室からの運動場や校門の視認性に配慮して計画を進めております。

また、保護者の要望を受けて児童生徒の気持ちを落ち着かせる部屋や登下校時の送迎

車用の雨よけを設置することとしております。 本市におきましては、北九州市特別支援

教育推進プランに基づいて、特別支援学校の整備を計画的に進めております。 今後も選

択と集中の観点から、児童生徒の自立を育み、社会参加を促す教育環境を整備して、本

市の特別支援教育の充実に努めて参ります。 
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議 会 会 議 録            

「北九州市科学館について」 

質問者  自民の会 戸町 武弘 議員 回答者 教育長 

（質問） 

平成 10 年 2 月定例会で児童文化科学館の建て替えの要望をさせて頂きました。それ

から 23 年、やっと新科学館の完成が目の前に迫って参りました。 

 この間、様々な会派の議員の皆さんが、各地の科学館とプラネタリウムに視察に行き

ました。そういう意味では、議会提案としての科学館と言えるのではないでしょうか。 

 しかし、この財政が厳しい中、新科学館の建設が始まったのは、北橋市長の子どもの

教育に対する強い思いだと理解をしております。北橋市長に心より感謝と敬意を表する

ものであります。そこで、質問します。 

 モノづくりの街北九州として、これを機会に、小中学校の理科教育推進の強化をして

はどうでしょうか、見解をお聞きします。 

（答弁） 

 これまでの本市の理科教育の取組みですが、小中学校の学習指導要領では、自然の事

物・現象について観察や実験などを行い、問題を科学的に解決していく力を育成してい

くことが、求められております。 

 本市では、これまでに、「観察や実験の結果を基に、思考・判断・表現する授業改善」

だとか、「博物館や科学館等を活用した体験学習の充実」、また「理科の専科指導の実施」 

などの取組みを行って、理科教育の充実に努めてまいりました。 

 その結果、3年ごとに行われております理科の全国学力・学習状況調査におきまして、

正答率が改善傾向を示すとともに、「理科の授業がよく分かる」というふうに回答した

児童生徒の割合も増加してきております 

 また、児童文化科学館の天文学習につきましては、参加した児童から、「たくさんの

星の動き方が勉強できたので楽しかった」だとか、「地球がどんなふうに太陽の周りを

回っているのかよく分かった」などの感想が聞かれまして、この体験学習によって理科

への興味・関心を高めることができております。 

 来年春にオープン予定の新科学館におきましては、プラネタリウムで最新鋭の投影

機器を導入して、科学館を訪問している学校の校庭から見上げた星空を再現すること

ができるなど、学習内容をより身近に感じられるような工夫がなされているというふ

うに聞いております。 

 また、工作や実験を中心とした体験ができる施設も生かしながら、「モノづくりの街

北九州」としてのこれまで以上に魅力的な体験ができるものと考えられます。 

 教育委員会といたしましては、児童生徒が、これまで以上に、科学技術やモノづくり

に興味をもって、主体的に問題を解決する力を身につけることができるように、新科学

館等を活用いたしまして、理科教育の推進には、これまで以上に取り組んでまいりたい

と考えております。 
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議 会 会 議 録           

「教職員の「月の残業 45 時間以内は難しい」という声について」 

質問者 日本維新の会 篠原 研治 議員 回答者 教育長 

（質問） 

公立学校の教員の勤務時間については、一昨年の改正教員給与特別措置法の成立によ

り、時間外在校等時間、いわゆる残業時間を「原則月 45 時間、年 360 時間」という上限

が設定されて、昨年の 4 月から施行されています。これにより、本市の教職員の時間外

在校等時間の上限は 45 時間を目標としています。 

現在、教育委員会が把握している時間外在校等時間は、当然、月でばらつきはありま

すが、例えば、今年度の 4月の平均を見てみると、小学校教員は約 35 時間、中学校教員

は約 43 時間、特別支援学校は約 28 時間となっており、目標の 45 時間を守っているとい

うことになります。しかし、実態は違うようで、中学校教員の話を聞いてみると「どう頑

張っても時間外在校等時間が 45 時間で収まらない」というのです。例えば、クラスの担

任で部活動も受け持っている先生の場合、生徒が 8時に登校して来るのでその 30 分前の

7 時 30 分に学校に出勤します。授業が終わって、15 時 45 分くらいから 2 時間の部活動

の指導が終わるのは 17 時 45 分くらい。そして、部活動が終了した後、翌日の授業の準

備の為に 1時間ほど使うそうです。そして、この部活動のガイドラインでは、「土・日の

いずれか一方を休養日とすること」、そして、「土・日・祝日の活動の時間は３時間程度」、

そして、「平日に週当たり 1日以上の休養日を設定すること」というガイドラインがある

んですが、このガイドラインをしっかりと守ったうえで、この今言ったリズムで勤務す

ると月の時間外在校等時間は 58 時間となります。この時点で、目標の 45 時間をオーバ

ーしています。その他にも、体育祭や文化祭などの行事、そして、テスト作り、テストの

採点など、いろんなこういう業務を入れると、月の時間外在校等時間は 100 時間を超え

るという話でした。教育委員会のアンケートでしっかりと実態調査を行って把握してほ

しいところですが、仕事に影響することを恐れ、正直に「時間外在校等時間が超えてい

ます」と名乗り出るのは難しいという声もありました。そこで三点伺います。 

一点目に、時間外在校等時間 45 時間を「どう頑張っても守れない」という教職員がい

ますが、教育委員会は教職員の時間外在校等時間の把握に向けてどのような調査を行い、

どのように分析をされているのか、お伺いします。 

二点目に、一部の小中学校では、校長先生などが教職員の働き方改革に取り組まれて

いると思うんですが、教職員の時間外在校等時間 45 時間を目指す為に教育委員会が行っ

ている取り組みを教えて下さい。 

三点目に、「どう頑張ってもこの 45 時間が守れない」という教職員に対して、どのよ

うにしたら上限時間を守ることができるのかといった観点で、教職員の具体的なタイム

スケジュールの作成、働き方を見直す取り組みが必要だと考えますが、その見解をお伺

いします。 

（答弁） 

まず、本市におけます時間外在校等時間の把握でございますが、本市では、平成 25 年

1 月から、教員がＩＣカードで出退勤を登録する校務支援システムを導入いたしまして、
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議 会 会 議 録           

「教職員の「月の残業 45 時間以内は難しい」という声について」 

質問者 日本維新の会 篠原 研治 議員 回答者 教育長 

各学校長・園長及び教育委員会において、教員の勤務時間を把握・管理しております。 

教育委員会では、この出退勤登録の時刻を基に、正規の勤務時間や自己研鑽など業務

外の時間を差し引いた時間を「時間外在校等時間」として算出いたしまして、教員一人

一人の勤務実態の把握に努めるとともに、過重労働の防止や業務改善の取組みの検討な

どに活用しているところでございます。 

また、時間外在校等時間を含みます、教員の勤務時間を適正に把握・管理するため、教

育委員会では、文書による通知の他に、管理職向けの研修だとか、担当課長によります

学校訪問の際に、助言や指導を行っているところであります。 

さらに、今年度でございますけれども、本年 4 月には、教員の業務改善に係る実態把

握を行うために、電子申請システムに個人が直接入力する方法で、「教員の仕事に対する

『やりがい』や『多忙感』に関する調査」を実施したところでございます。 

この調査結果からでございますが、本市の教員の多くは、7時から 8時の時間帯に出勤

していることだとか、18 時までに退勤できている教員は約 3割であること、また、多く

の教員が勤務時間の短縮を意識しながら業務を行っているところではありますがが、正

規の勤務時間内に授業準備だとか採点、また、生徒指導や保護者対応等を終えることが

困難であるというふうに感じていること、そういったことが分かったところでございま

す。 

続きまして、業務改善に係るこれまでの取組みでございますけれども、本市では、現

在、各学校・園と教育委員会が連携しながら、平成 31 年 3 月に策定いたしました「学校

における業務改善プログラム＜第２版＞」に基づきます様々な取組みを進めているとこ

ろでございます。 

例えば、これまでに、スクール・サポート・スタッフだとか部活動指導員の配置を拡充

しました。また、小学校全学年及び中学校１年生におけます 35 人以下学級を実施いたし

ました。そして、小学校におけます専科指導の推進をし、また、勤務時間外におけます留

守番電話機能の活用、こういったことなどに取り組んできたところでございます。 

また、この他にも、学校から業務改善に関する提案を募集いたしまして、優秀な提案

を表彰いたしますとともに、好事例を全校で共有する取組みを進めたり、また、学校や

教育委員会に、ＰＴＡ代表者を構成員に加えました「業務改善推進拡大会議」を開催す

るなど、学校現場や保護者の声を大切にしながら、より良い取組みを模索しているとこ

ろでございます。 

一方で、時間外在校等時間が上限の 45 時間を超えている教員も一定数存在するという

この現状を踏まえまして、教員の働き方を見直すことは、大変重要であると認識してい

るところでございます。 

学校では、生徒指導や保護者対応等、突発的な業務も多いことから、全ての教員に当

てはまりますモデル的な働き方を示すことは困難ではありますけれども、教員一人一人
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議 会 会 議 録           

「教職員の「月の残業 45 時間以内は難しい」という声について」 

質問者 日本維新の会 篠原 研治 議員 回答者 教育長 

が、管理職の指導のもとで、時間を意識しながら自らの働き方を見直すことは重要であ

ると考えております。 

こういった中で、今年度新たな取組みといたしまして、学校現場に民間企業の業務改

善に関するノウハウ等を取り入れることを目的といたします「業務改善コンサルティン

グ」を小学校で 3校、中学校で 2校モデル校に導入しております。 

このコンサルティングを通しまして、教員が担うべき仕事を見直すとともに、教員一

人一人が業務に見通しをもって、段取りを考えるといったタイムマネジメント意識の向

上等にもつなげていきたいと考えているところでございます。 

今後も、モデル校等におけます取組みの成果だとか、好事例を全校で共有するととも

に、教育委員会と学校が連携して、現場の声にしっかりと耳を傾けながら、明らかとな

った課題を解決すべく、より一層の業務改善の取組みに尽力してまいります。 
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議 会 会 議 録            

「いじめ問題専門委員会の在り方について」

質問者  ハートフル北九州 大久保 無我 議員 回答者 教育長 

（質問） 

いじめ問題専門委員会のあり方について伺います。 

令和 3年 9月議会の一般質問において、私は いじめ問題について質問を行い、いじめ

問題専門委員会の在り方を取り上げました。その後、いじめの被害児童の保護者から第

３者調査委員会を構成する委員について、公平で中立であるのか、という疑問が投げか

けられました。新聞報道によると、全国的には、47 都道府県と 20 政令市のうち、いじめ

の被害者側が調査委員会の委員を推薦できる規定があるのは、わずか４自治体というこ

とであります。 

本市で行われている第 3 者調査委員会に、本年 9 月に保護者から委員 1 名の解任をす

ることの申し立てが行われ、第 3者調査委員会で審議し、教育委員会により 10 月 1 日付

でこの委員は除斥されているとの事です。 

また、被害児童の保護者から調査委員として弁護士が 1 名追加することが要請され、

これが決まっているとのことです。このような申し立てや要望に対して被害者側の意向

を聞き入れ対応を行うことは、被害者側に対する配慮として大いに歓迎するものですが、

なぜ被害者側がこのような対応を取ったのかといいますと、被害を受けた側として、現

在設置されている第 3 者調査委員会が行っている調査や情報開示などへの不信感があ

り、それらを解消すべく先のような申し立てを行ったとのことであります。被害児童は、

まだ小学生であり、現在も学校に通うことができていない状態でもあります。このよう

なやり取りが行われる間も、また調査が長引けばそれだけ、この児童は学校へと行く事

が出来ないのであります。そこでお尋ねいたします。 

今回、本市ではいじめ対策基本法に基づく第 3 者調査委員会の設置は初めてのことで

あり、想定されていないことも多かったかと思いますが、常設の北九州市いじめ問題専

門委員会のメンバーの中に、いじめ重大事態の事案の関係者が常に必ずしもいないとは

限らないということや、今回の調査が行われる過程の中で被害者側から出された様々な

要望などを鑑みると、第 3 者調査委員会の設置にあたっては、常設の北九州市いじめ問

題専門委員会から委員をスライドさせるのではなく、新たに保護者などの意向も踏まえ

た第３者委員会を設置することが適当ではないかと考えますが、見解を伺います。 

（答弁） 

いじめ防止対策推進法では、いじめの重大事態とは、「いじめにより生命、心身又は財

産に重大被害が生じたときや、相当の期間の欠席を余儀なくされたとき」と定められて

おります。 

また、文部科学省の「いじめの防止等のための基本的な方針」には、学校や教育委員会

31



議 会 会 議 録            

「いじめ問題専門委員会の在り方について」

質問者  ハートフル北九州 大久保 無我 議員 回答者 教育長 

が重大事態であると判断したときは、当該重大事態に係る調査を行うため、速やかに組

織を設けることとされております。 

しかしながら、実際には、重大事態が起きてから迅速に調査を行うための組織を立ち

上げることは難しいことから、本市では、「北九州市いじめ問題専門委員会条例」で、常

設の付属機関であります「北九州市いじめ問題専門委員会」が、「第 3者調査委員会」と

して、いじめの重大事態の調査をするように定めているところでございます。 

本市の状況でございますが、いじめ問題専門委員会の委員は、条例に基づいて、学識

経験のある者、その他教育委員会が適当と認める者のうちから教育委員会が任命すると

いうふうにされておりまして、人数は 6名以内と定められております。 

そして、文部科学省の「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」に示されて

いるとおり、いじめの重大事態が発生し、具体的な調査を行う際には、必要に応じて委

員の追加などの調整ができるようにしておりまして、本市では、通常は 5 名で専門委員

会の会議を行っているところであります。 

しかしながら、一方では調査組織であります、第 3 者調査委員会の在り方につきまし

ては、いじめ重大事態の課題が複雑化してきていることや、いじめ重大事態が複数発生

した場合に人員が不足することなど、全国的にも様々な課題が出てきていることから、

教育委員会といたしましても、文部科学省の動向を注視しながら、他都市の状況を参考

にするなど、現在研究しているところでございます。 

いずれにいたしましても、いじめの問題につきましては、「いじめは、人間として絶対

に許されない」という共通認識のもと、法やガイドライン等に示されている内容に則っ

て、適切に対処してまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録            

「公立夜間中学の開設について」 

質問者 公明党 木畑 広宣 議員 回答者 市長、教育長 

（質問） 

公立夜間中学の開設についてお伺いいたします。 

さまざまな事情で義務教育を十分に受けられなかった人が学ぶ場として夜間中学があ

りますが、近年では、仕事などで来日した外国籍の人や、不登校などで十分に義務教育

を受けられなかった人が通うなど、学びのセーフティネットとしての機能も果たしてお

り、その役割に注目が集まっております。 

私は、5年前の平成 28 年９月議会で公立夜間中学の必要性について質問させていただ

きました。当時の教育長からは、「本市には自主夜間学級、更に民間フリースクール、少

年支援室、私立の仰星学園高校があり、連携している。現時点では本市が夜間中学を設

置する必要性は低い」との答弁でありました。 

その後、国において、同年 12 月に我が公明党の強力な後押しで、教育機会確保法が成

立し、令和３年１月には菅前総理から「全都道府県と指定都市に 1 校の設置を目指す」

との方針が示されたところであります。福岡市でも開設に向けた動きがあるなど、前回

の私の質問時からは環境が変化しており、本市も公立夜間中学の設置に向けて、検討を

進めるべきと考えます。そこで二点、お伺い致します。 

一点目に、本年夏に、本市における夜間中学のニーズ調査を実施しましたが、その結

果に対する教育委員会の受け止めについて、見解をお聞かせください。 

二点目に、本市が夜間中学を設置する必要性について、前回の質問時から環境が変化

している中で、現在、どのような認識なのか、見解をお聞かせください。 

（答弁：市長） 

公立夜間中学の開設につきまして、教育長がお答えをいたしますが、私からは予算調

製権者の立場から一言述べさせていただきます。 

様々な事情などから十分に義務教育を受けることができなかった方々の「学びの場」

として設置され、現在、12 都府県に 36 校が設置されております。 

政府は令和 3 年度からの 5 年間で「全ての都道府県・政令市に公立夜間中学を少なく

とも 1校の設置を目指す」との方針を示しております。 

議員ご案内のとおり、北九州市には 2 つの自主夜間学級があります。私も穴生・城南

中学に足を運び、お話を伺いました。 

幅広い年齢層の生徒が学び続ける姿勢、そして学びを支える多くのボランティアの関

係者の皆様のご尽力に感銘を受けた一人であります。そこで、教育委員会と当時協議の

上、教室の使用や生徒募集の協力、補助金の交付など、様々な面から今日まで応援を続

けております。 
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議 会 会 議 録            

「公立夜間中学の開設について」 

質問者 公明党 木畑 広宣 議員 回答者 市長、教育長 

前回の議員からのお尋ねの後、「夜間その他特別な時間において授業を行う学校におけ

る就学の機会の提供」を目的とした、教育機会確保法が成立いたしました。 

その後、平成 31 年から令和 3年 4月までに、全国で新たに 5校が開校するなど、全国

的に公立夜間中学に対する関心が高まっております。私もその動向を注視しております。

今回のニーズ調査結果につきましては、教育委員会から報告を受けております。公立

夜間中学の設置に向けて、より詳細な検討が必要とこのように聞いております。 

今後、教育委員会から相談があれば、予算調製権者としまして、何ができるのかを考

えてまいります。 

（答弁：教育長） 

今年夏に実施しましたニーズ調査結果に対します受け止めについて、説明させていた

だきます。 

本市におけますニーズを調べるために、今年の 7 月から 8 月にかけてアンケート調査

を実施いたしました。はがき付きチラシのほかに、5ヶ国語に対応いたしました多言語対

応でのＷＥＢサイトからも回答できるよう工夫しまして、期間中には 598 件のご意見が

寄せられたところです。 

このニーズ調査結果の受け止めでございますが、アンケートのうちで、「自分自身が学

びたい」というふうに答えられたのが、回答総数の 27.8％にあたります 165 件、また、

市内を中心に一定のニーズがあるということが確認できたところです。 

また、回答者の約 7割の 424 件が 39 才までの若い世代でありまして、学齢期に何かし

らの事情で十分に学べなかった比較的若い方々が、「学びの場」を求めているというふう

に受け止めております。公立夜間中学のあり方につきましては、今回のニーズ調査に寄

せられました多くのご意見をふまえまして、本市におけます学びの場の確保に向けて、

検討を深めてまいりたいと考えております。
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議 会 会 議 録            

「ＨＳＣ（ハイリー・センシティブ・チャイルド）について」 

質問者  公明党 木畑 広宣 議員 回答者 教育長 

（質問） 

ＨＳＣ、ハイリー・センシティブ・チャイルドについて、お伺いします。 

とても敏感な人のことをＨＳＰ、また、とても敏感な子どものことをＨＳＣと言われ

ておりますが、これは、アメリカの心理学者エレイン・アーロン博士が 1996 年に提唱し

た概念で、その特性は、1点目に、何事も深く考えて処理する。2点目に、五感が敏感で、

過剰に刺激を受けやすい。3点目に、共感力が高く、感情の反応が強い。４点目に、ささ

いな刺激を察知する。といった点があるそうです。 

日本でも、ＳＮＳの発達で人間関係に気を使い過ぎて疲れ、息苦しさを感じる人が増

えたことを背景に、3年程前から注目を集めるようになりましたが、コロナ禍で不安の多

い社会となり、ＨＳＰ・ＨＳＣには不調を覚える方が増えているという報道もあります。

ＨＳＣは病気や障がいではなく性格の一つではありますが、5 人に 1 人は該当するとさ

れ、学校現場では周囲から理解されず、本人が悩みを抱えやすくなるため、不登校の原

因になっている可能性があるとも言われていることから、教職員や支援者がＨＳＣを知

ることは、発達障がいと同じくらい重要な意味を持っています。 

全国からＨＳＣの相談を受けているＮＰＯ法人千葉こども家庭支援センターの公認心

理士でもある杉本景子理事長は、「学校の先生が怒鳴るのが怖い」との相談が多く、「自

分が叱られていなくても、ピリピリとした教室の雰囲気から大きな負担を感じてしまう」

と話されております。ＨＳＣは思慮深さゆえに授業で手を挙げられず、先生からは「積

極性が足りない」と心配されることや、表面的に活発な子が評価され自信を失うことも

多いといわれており、このように本人が理不尽に感じることが蓄積すると学校に行く気

力を保てなくなり、不登校につながることもあるそうです。そこで、二点お伺い致しま

す。 

 一点目に、ＨＳＣと不登校の関係について、どのように考えているのでしょうか、見

解をお聞かせ下さい。 

二点目に、学校現場の中でそうした子どもがいないか実態を掌握し、ＨＳＣに関する

情報の周知とともに、必要な理解と支援を検討することが必要だと考えますが、見解を

お聞かせ下さい。 

（答弁） 

 ＨＳＣ、ハイリー・センシティブ・チャイルドにつきまして、ＨＳＣと不登校との関係

についての見解、そして、また、この実態を学校現場で掌握して、情報の周知とともに、
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議 会 会 議 録            

「ＨＳＣ（ハイリー・センシティブ・チャイルド）について」 

質問者  公明党 木畑 広宣 議員 回答者 教育長 

必要な理解と支援を検討することについての見解、この二点を求められましたので、併

せて、お答え申し上げます。 

 ＨＳＣ、ハイリ―・センシティブ・チャイルドにつきましては、人が大勢いる場所や環

境の変化に不安を感じたり、喜びや悲しみの 感情に強く反応したりするなど、人一倍

敏感であることから、心身の疲れをため込みやすいというふうに言われております。 

ＨＳＣと不登校の関係でございますが、このような特徴をもった子どもの中には、教

員や友達の言葉に敏感に反応して緊張だとか不安が続いて、不登校につながっている事

例もございますところから、学校では特別支援教育相談センターだとか、総合療育セン

ター等との関係機関と連携して支援や配慮を行っているところでございます。 

 特に、昨年度以降は、コロナ禍の臨時休校をきっかけといたしまして、学校再開後に

特性が特に顕著となりまして、不登校につながった例もございます。 

支援の際には、子どもや保護者の思いを真摯に受け止めて、「無理をさせない」という

共感的な姿勢だとか、医師や臨床心理士などの専門家等の助言を得ながら、丁寧に対応

しているところでございます。併せて、不登校傾向にある子どもたちに対しては、オン

ラインによる学習支援を活用するなど、学びの場への柔軟な配慮も行っております。 

お尋ねのＨＳＣの実態把握でございますが、現時点では、ＨＳＣに特化した調査とい

うものは実施しておりませんけれども、学校では、入学前に実施いたします就学時健康

診断の他、年度当初に各家庭から提出されます保健調査票や、また保護者との面談など、

あらゆる機会を通じて、子どもたちの心と体の状況把握には努めております。 

 また、個別の配慮や支援の方法につきましては、特別支援教育コーディネーターを中

心といたしました校内ケース会議を開いたり、個別の指導計画や個別の教育支援計画を

作成したりするなど、学年を超えた組織的かつ継続的な支援を行っているところでござ

います。 

ＨＳＣの理解・啓発と支援の検討について、でございますが、ＨＳＣは比較的新しい

概念であることから、管理職や養護教諭を対象といたしました研修会等の機会を通じて

周知しているところでございます。 

 今後も、教職員がＨＳＣの特徴を理解するだけではなくて、学校生活全体を通じまし

て、人とのかかわり方や言葉のかけ方などの配慮だとか、個別の支援が行き届くよう、

理解・啓発を進めてまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録           

「若者の大麻乱用防止について」 

質問者 ハートフル北九州 泉 日出夫 議員 回答者 教育長 

（質問） 

若者の大麻乱用防止についてお聞きいたします。 

覚醒剤の使用経験がある 30 歳未満の受刑者のうち、最初に乱用した薬物が大麻だった

割合が約 4割を占めることが、「2020 年版の犯罪白書」で分かりました。大麻が若者の薬

物依存の「ゲートウェイドラッグ」となっている実態が改めて確認されました。これは、

覚醒剤を使用したなどとして 2017 年 7 から 11 月に刑事施設に入った男女約 700 人を対

象に最初に乱用した薬物を調べた結果で明らかとなっています。内訳を見ると、30 歳未

満では大麻が 42.6%で最も多く、覚醒剤が 37.0%、シンナーなどの有機溶剤が 33.3%と続

いています。2019 年の大麻取締法違反の検挙人数は 4570 人と 6 年連続で増加をし、統

計がある 1971 年以降で最多となっています。年代別では 20 代が 1950 人で最も多く、続

いて 30 代の 1068 人、20 歳未満 609 人と続き、若年層が目立ちます。 

大麻は、SNS などを通じて他の薬物よりも入手しやすく、若者の間で抵抗感が薄まって

いると指摘をされています。 

一方、2019 年の覚醒剤取締法違反での検挙数は 8730 人で、1975 年以来 44 年ぶりに 1

万人を下回りました。しかし、若者を中心に大麻の乱用者が増えればより強い刺激を求

めて覚醒剤などに移行する可能性もあるとみて警戒が必要であります。また、白書では

薬物乱用が他の犯罪につながるリスクについても指摘しております。薬物を入手するた

めに、窃盗や強盗などの犯罪に及んだ経験がある受刑者が 23.5%もいることも分かって

います。 

スマホやインターネットの普及で、「大麻は依存症にならない」、「大麻は他の薬物より

安全，害がない」といった誤った情報が氾濫し、若年層には大麻が危険という認識が薄

く、使用した動機も「好奇心・興味本位」「その場の雰囲気で」が圧倒的に多く、他の薬

物に比べて入手が簡単という背景があるようです。 

本市でも 2015 年の大麻事犯の検挙数が 18 人だったのが、昨年には 82 人まで増えてい

ます。また、福岡県内で昨年検挙された 328 人の年齢別を見てみると 19 歳以下が 65 人、

20 代が 166 人で若年層が約 7割を占めています。 

そこで、まず教育委員会にお尋ねします。本市では薬物乱用防止に関する啓発資料等

を小中学生に配布をしていますが、小中学校では児童生徒に対して、大麻乱用防止につ

いてどのような教育・指導を実施されているのか、また、保護者に対して大麻乱用の危

険性や若年層が入手しやすい状況になっていることなどをどのように情報発信している

のか、併せてお聞かせください。

（答弁） 

大麻乱用の本市小中学生の状況でございますが、福岡県警の「少年非行の概況」によ

りますと、ここ数年の本市におけます小中学生の大麻での検挙数はゼロとなっておりま

す。しかしながら、小中学校におけます大麻を含めた薬物乱用防止の教育は大変重要で

あると考えております。そこで、本市ではこれまでも薬物乱用防止に向けた教育や啓発
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質問者 ハートフル北九州 泉 日出夫 議員 回答者 教育長 

については計画的、継続的に行っているところでございます。 

 具体的な学習内容でございますが、小学校におきましては、体育科の保健の授業の中

で、大麻等の乱用は心身に重大な障害を引き起こして、死に至る可能性もあることを学

習しております。中学校におきましては、保健体育科の授業で、大麻の乱用によって感

覚が異常になることだとか、精神が錯乱状態になることなどにつきまして発達の段階に

応じた危険性について学んでいるところでございます。 

また、それ以外にも全ての小中学校におきまして、薬剤師や少年サポートセンターの

指導員を講師に招いて、「薬物乱用防止教室」を実施して、薬物を使用した際に起きる体

の変化を表した画像を見たり、瓶の中のシンナーに発泡スチロールを入れますと、一瞬

にして解けてしまうことを体験したり等の活動を通して、薬物の使用が体に与える影響

について子どもたちに学ばせているところでございます。 

一方で、保護者に対します情報発信といたしましては、福岡県警が昨年度作成いたし

ました動画を各学校から紹介いたしました。この動画では、若年層の大麻の使用が増え

ていることだとか、誘われたときの断り方などを学べるようになっております。 

 さらに、本年 6 月でございますが、中学校の保護者に対しては、市民文化スポーツ局

安全・安心推進課が新たに作成いたしました「きっかけは大麻」というタイトルの動画

を、保護者向けの一斉メール配信を活用いたしまして、ＵＲＬや二次元バーコードを直

接、保護者に送信いたしまして、子どもだけでなく保護者も一緒に視聴するように周知

したところでございます。 

 今後も、小中学生の発達段階に応じて、大麻を含んだ薬物乱用の危険性について指導

を行うとともに、保護者に対しましても継続的な啓発に取り組んでまいりたいと考えて

おります。 

38



議 会 会 議 録            

「小中学校の留守番電話の対応について」 

質問者 ハートフル北九州 泉 日出夫 議員 回答者 教育長 

（質問） 

今年、夏休み明けの 8月 30 日、朝 7時すぎ、門司区の西門司小学校で「全員 1人残ら

ずぶち殺す」といった内容の脅迫電話が、校内の留守番電話に残されているのが確認さ

れました。学校はその日、休校措置を取りましたが、学校には既に 150 人ほどの児童が

登校していて保護者に連絡して迎えに来てもらうなどの措置がとられてたようです。  

調べでは、脅迫の留守番電話は 28 日午後 2時半頃に残されていて、若い男の声だった

ということでした。周辺の小学校には同様の脅迫電話は確認されていませんでしたが、

30 日午後、電話の通知番号から門司区内に住む少年から任意で話を聞いたところ、「むし

ゃくしゃしていた」と容疑を認めたということです。今回は、大惨事にならず胸をなで

おろしましたが、いつこのようなことが起きるか分かりません。 

確かに近年、教職員は多種多様な業務に追われ多忙な中、従前と比べて、授業等の教

育指導に専念しづらい状況となっていたと聞きます。同時に、教職員のワーク・ライフ・

バランスの充実やメンタルヘルス等の健康保持も課題となる中で、業務改善の一環とし

て留守番電話機能が導入されたと聞いています。しかし、児童生徒の安全が脅かされる

ような内容のメッセージが留守番電話に入った場合については即座に対応しなければな

らないと考えます。 

そこで、市内の小中学校での留守番電話の設置及び運用状況はどうなっているのでし

ょうか。また、今回のような児童生徒に危害を加えるような脅迫電話や児童生徒の行方

不明など、すぐに対応が必要な重大なメッセージが留守番電話に入った場合に備え、学

校を日常的に管理運営する学校長等が校外でもその内容を確認できる機能などの設置が

必要だと思われますが、併せてご見解をお聞きいたします。 

（答弁） 

小中学校の留守番の電話導入について、留守番電話及び設置状況がどのようになっ

ているのかという点と、校外から内容を確認するなどの機能の設置や運用について説

明いたします。 

留守番電話の導入の目的でございますが、本市では、平成 30 年の 6 月から 7 月に

かけまして、幼稚園を含めまして市内 37 校におきまして、学校における業務改善の趣

旨を踏まえまして、留守番電話機能の使用の試行実施を行って、同年 12 月からは、各

校へ留守番電話機能の実証実施について通知を出したところでございます。 

留守番電話機能の設定状況でございますが、留守番電話機能については、ほぼ全て

の小中学校の電話機で使用可能となっております。現在の使用状況でございますが、

小学校 129 校中 109 校、率にいたしまして 84.5％です。中学校 62 校中 51 校、これも

率にしまして 82.3％となっております。 

そのうち、保護者等がメッセージを吹き込めます、いわゆる録音機能を使用してい

る学校は、小学校で 63 校、中学校で 44 校でありまして、主に管理職を中心に管理を
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議 会 会 議 録            

「小中学校の留守番電話の対応について」 

質問者 ハートフル北九州 泉 日出夫 議員 回答者 教育長 

しております。          

議員ご質問の、校外からの留守番電話、つまり録音内容でございますが、その確認に

つきましては、児童生徒の安全の確保や緊急対応の重要性に鑑みますと非常に大切なご

指摘であると考えます。

しかしながら、本来導入の目的でございます、学校における業務階段の趣旨にたち返

りますと、これはかえって校長など管理職の負担を増やしてしまうという可能性がござ

いまして、現時点では考えておりません。

懸念されます緊急時の対応でございますが、学校の教職員が不在の夜間だとか、土日

におきましては、児童生徒の安全にかかわるような緊急の場合は、これまでも関係機関

から教育委員会事務局に連絡がありまして、その連絡を受けて管理職へ連絡するように

なっております。 その体制を再確認致しまして、関係機関との連携を今後さらに強化を

して、児童生徒の安全の確保には努めてまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録           

「本市の英語教育について」 

質問者  自民党・無所属の会 大石 仁人 議員 回答者 市長 

（質問） 

私は、令和 3年度 予算特別委員会の市長質疑におきまして、北九州市の小中学校を出

れば、みんなが英語を話せると言う所まで、英語教育において圧倒的なこだわりをもっ

て推進していくべきであると述べました。 これからますますグローバル化が進んでいく

中で、英語が話せるということはもう当たり前で、その上で日本人として世界に何を語

るか、 どんな仕事をするか、というレベル、そのステージの教育をしていくべきである、

というのが私の思いであります。  

そんな中、注目すべき話題が飛び込んで参りました。 昨日、公明党の金子議員がおっ

しゃっておりましたけれども、スペースワールド跡地に、 体験型英語教育施設の、仮称

北九州グローバルゲートウェイ（ＫＧＧ）というものがオープンするというのが決定し

たというものであります。  

この施設は、海外のシチュエーション、例えば空港であったり、レストランであった

り、スーパーマーケットだったり、このような英語を使わなければならない、使うこと

が当たり前である環境というのを体験しながら、英語を学習するという施設であります。

私は、日本の英語教育における最大のネックは、英語を話す機会が極端に少ない。そ

の上で、それゆえ、英語を話すことに対する精神的なハードルというのが非常に他国に

比べて高い、という点があると私は思います。 やはりあの環境というものは非常に重要

でありまして、私の経験ですけれども、私も学生時代に、大学時代に、英語が話せないま

まアメリカへ留学しました。非常に初めは大変だったのですが、やはり英語が当たり前

の環境でありますので、話すこと、話す力や、聞く力、ともに急激に向上したという経験

があります。 その後、また、日本に帰国してきまして、全くまた英語を喋らないわけで

あります。徐々に徐々に、英語が話せなくなるという悲しい経験もしております。 です

ので、とにかく日本において英語を当たり前に使う、当たり前に話すという環境という

のは非常に重要でありまして、そういった経験が出来る施設がこの北九州市にできると

言うことは、本市の英語教育の推進、また発展に寄与するものであると考えます。 そこ

で市長に伺います。 市長は英語教育について、ますます重要性が高まるとおっしゃって

いましたが、ＫＧＧのオープンを受けての市長の英語教育に対する思いをお聞かせくだ

さい。 

（答弁） 

スペースワールドの跡地開発については、事業主体のイオンモール株式会社が今年 

7 月、仮称ですが、「八幡東田プロジェクト」の新たな取り組みとして発表しました。 

その中で、新科学館に続く新しい学びのコンテンツとしまして、西日本初の体験型英
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語教育施設「Kitakyushu Global Gateway（ＫＧＧ）」の出店、北九州ミュージアムパー

ク創造事業やＳＤＧｓとの連携の方針などが示されました。 

新科学館やＫＧＧのほかにも多彩な施設が整備され、アウトレットゾーンにつきまし

ては、2022 年春のオープンに向けて準備に取り組んでいると聞いております。 

今年 3 月の予算特別委員会で答弁したとおり、英語教育は、持続可能な社会の担い手

となる子どもたちにとって大変重要なものと認識しております。日頃からその内容につ

いて高い関心を持っております。 

教育委員会と話し合って定める「教育大綱」におきましても、「グローバル化に対応す

る英語教育の推進」を柱に掲げており、子どもたちの新たな時代を切り開く力をぜひつ

けていただくことを願っております。 

私自身、一昨年 7 月に東京・お台場にあります体験型英語学習施設を視察したことが

あります。 

 視察を終えまして、「もし北九州市に同様の施設ができたとしたら、子どもたちが、レ

ストランでの注文や飛行機の中でのやり取りなど、日常的な体験を通じて、よりグロー

バルな感覚をもつことができるのではないか」このように感じたことは今も記憶に新し

いところです。 

東田地区にＴＧＧのような体験型の英語教育施設がオープンしますと、身近な場所で

国際感覚を身に付けることができ、本市の子どもたちにとっても喜ばしいことでありま

す。 

また、海外のような雰囲気の中、子どもたち一人一人が英語でのコミュニケーション

にチャレンジする経験は大変貴重であります。 

ＳＤＧｓ未来都市である北九州市の子どもたちが、より一層グローバルな視点をもち、

様々な場での学習をとおして、世界に羽ばたく一人として多様な言語や文化を学んでい

くことは、子どもたちの成長に良い結果をもたらすと考えます。 

昨今、急速に変化する社会環境の中で、子どもたちには、国際的な視野をもって様々

な人と協力し、よりよい社会をつくるために行動していってほしいと願っております。

そういった意味でも、本市の英語教育にＫＧＧがどのように関わっていけるのか、教育

委員会とよく話をしてまいります。 
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議 会 会 議 録            

「香害について」 

質問者 ハートフル北九州 森本 由美 議員 回答者 教育長 

（質問） 

近年、香料・抗菌成分入りの柔軟剤や制汗剤、芳香剤などの家庭用品によって、頭痛、

めまいなどの健康被害、いわゆる「香害」が増加の一途をたどっています。 

被害が高じて、化学物質過敏症等を発症・重症化する人も増加しており、通勤・通学はも

とより、不登校や退職・休職を余儀なくさせられる人がいることは、マスコミ等でも報

道されるようになりました。 

これらの香料製品には、有害性のある香料、抗菌成分に加え、効果持続のために「マイ

クロカプセル」が含まれているものが多く、この「香害」と化学物質過敏症については、

すでに国会でも取り上げられ、被害者や家族の会を中心に啓発運動が全国に広がってい

ます。 

そこで、香害について広く市民が理解し、困っている人が声を上げやすい環境整備を

願い、伺います。

市民団体「暮らしと香りを考える会」の要請を受け、福岡県は香害についての実態を

把握するため、県内の高校等にアンケート調査を実施したと聞きました。本市において

も、市内の小中学校、特別支援学校等で、香害で苦痛に感じることや、困っている児童生

徒の人数や割合を把握するためのアンケート調査等の実態調査を実施すべきと考えます

が、見解を伺います。 

また、学校内で香害についての認識を深め、使用の自粛を促すために、まずは学校長

や校内の保健及び環境衛生を担う養護教諭等に対し、香料製品による健康被害について

認識を深めてもらうための研修等を実施してはいかがでしょうか、見解を伺います。 

（答弁） 

香害について、アンケート調査を行ってはどうかという点と、学校長や養護教諭に対

して、研修会等実施してはどうかというこの二点併せてお答えいたします。 

現在の対応でございますが、北九州市立の学校などでは、毎年、年度当初に、各家庭か

ら保健調査票を提出していただいて、児童生徒の病気やアレルギーの有無、最近の健康

状態・生活習慣の把握、こういったものに努めているところでございます。 

保健調査票には、一般的な病気やアレルギーなどのほかに、保護者が学校に知らせて

おきたい児童生徒の健康状態や気になる症状などについて記載する欄を設けておりま

す。 

学校では、この欄に記載されました香害を含みます化学物質過敏症だとか食べ物以外

のアレルギーなど、児童生徒が抱える様々な症状等を把握して、必要に応じて個別に対

応を行っているところです。 

香害を含みます化学物質過敏症の症状を訴える児童生徒は、例えば、共用の給食用エ

プロンを使用せずに、家庭からマイエプロンを持参するなどといった個別の対応を行っ
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質問者 ハートフル北九州 森本 由美 議員 回答者 教育長 

ているところです。 

議員お尋ねのアンケート調査等の実態調査についてですけれども、既に、福岡県が県

立の中学校、高等学校、特別支援学校等及び私立の高等学校の児童生徒、保護者、教職員

といったものを対象とした調査を実施しているために、その調査結果を活用したいとい

うふうに考えております。 

次に、香害を含む化学物質過敏症に関します啓発につきましては、今年 4 月に、保護

者等に向けまして「化学物質過敏症についてのご理解とご協力」に関します内容を教育

委員会のホームページに掲載をしました。また、国が作成・発行した「香りの配慮に関す

る啓発ポスター」を各学校で掲示しております。このように、適宜、情報提供や啓発を行

っているところでございます。 

教員に対しましては、各学校の学校保健に関する活動を推進する保健主事を対象とし

ました講習会だとか、新規採用の養護教諭向けの研修などで、香害を含む化学物質過敏

症に関する具体的な症状や対応方法についての情報提供を行っているところです。 

今後も、校長や養護教諭などを対象といたします学校保健大会等の様々な機会を通じ

まして、情報共有に努めたいと考えております。 

引き続き、子どもの心身の健康に関する課題の究明に努めまして、必要な取組みを行

ってまいる所存でございます。 
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「地産地消の推進と学校給食の質向上について」 

質問者  ハートフル北九州 森本 由美 議員 回答者 教育長 

（質問） 

地産地消の推進と学校給食の質向上について伺います。 

持続可能な社会の実現には、地球温暖化の防止や生物多様性の保全が世界共通の課題

です。環境省は、食生活で地域の旬の食材を食べる地産地消などを推奨し、また農水省

は、農業の生産力向上と持続性をめざす「みどりの食料システム戦略」を策定し、農林水

産業での二酸化炭素の排出実質ゼロ化や耕地面積に占める有機農業の拡大などを掲げて

います。また生産現場においても、減農薬・減化学肥料や有機農業の拡大、省エネや再生

可能エネルギーなど多くの対応が求められるため、本市には、環境と調和した農業に関

係者が一体で取り組めるよう力強い後押しをお願いしたいと思います。そこで、お伺い

します。 

まず、本市は学校給食に大葉春菊やキャベツなど地元農産物の活用を図っていますが、

さらに地産地消を推進していくためには、地元農産物を利用しやすい給食運営システム

を構築する必要があります。例えば、県内の公立小中学校等の給食で使用する米やパン

の小麦は福岡県学校給食会が一括して購入していますが、福岡市は、昨年度から福岡市

学校給食公社が直接購入できるようシステムを変更しました。その結果、アレルギーの

原因となる食材を使わないパンに切り替えることができた上に、年間約５，５００万円

の購入費削減を見込んでいるようです。そこで、本市も福岡市と同様、学校給食にかか

る全食材を市が直接購入できるしくみへ転換することで、新鮮かつ安全な食材を柔軟に

独自調達することを検討してはいかがでしょうか、見解を伺います。 

次に、現在、給食のパンの原料に使われているのは輸入小麦だと聞いています。それ

を県産小麦あるいは国産小麦に変更することもさらなる地産地消につながるのではない

かと思いますが、見解を伺います。 

（答弁） 

福岡市と同様に、全食材を市が直接購入してはどうかという点と、パンに使う輸入小

麦を県産あるいは国産小麦に変更してはどうかというこの二点を併せてお答えいたしま

す。 

学校給食用の食材調達でございますが、学校給食の実施にあたりましては、学校給食

用食材で安全性が担保された食材を安定的に調達できるように、日頃から取り組んでい

るところでございます。 

 現在、パンや米飯などの主食及び牛乳につきましては、教育委員会と公益財団法人福

岡県学校給食会が供給契約を締結いたしまして、県給食会と主食業者 3 社及び牛乳業者

1社がそれぞれで委託契約等を行って、各学校に納入しております。 

 野菜や肉など副食の食材につきましては、公益財団法人北九州市学校給食協会が、各

食材納入業者と契約を締結して、市内産を中心とした地場産物を積極的に活用している

ところであります。 

 令和 2 年度の実績では、野菜や果物の 40 品目中 17 品目で市内産を使用しておりまし
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て、青果全体では約 2割が市内産です。米飯は 100％福岡県産米を使用しています。 

 議員ご案内の福岡市の状況でございますが、令和元年度までは本市と同様の仕組みで

主食や牛乳の調達を行っておりましたが、令和 2 年度からは、公益財団法人福岡市学校

給食公社との供給契約に変更したというふうに聞いております。 

 もし本市が独自調達をする場合でございますが、福岡市学校給食公社におきましては、

従来から、食材の調達や検査を行うための担当部署が設けられておりまして、独自調達

に伴う価格協議や物資選定、契約などの業務を担当しているところです。 

 一方、本市が主食を独自調達する場合には、同様の新たな業務に対応するために、本

市学校給食協会の組織体制の強化が必要になるといった課題もあることから、独自調達

につきましては、引き続き研究してまいりたいと考えております。 

 次に、本市の学校給食用のパンの原料についてでございますが、現在は基本的に輸入

小麦であります。 

一方で、地産地消の観点から福岡県産の小麦であります「ミナミノカオリ」を使用し

ましたパンを小学校で年間 9回程度、中学校で年間 6回程度、提供しているところです。

 議員ご提案の「輸入小麦から県産あるいは国産小麦への変更」につきましては、供給

量や価格の安定の面で課題があると聞いているために、「全て使用する」ということは難

しいと考えておりますが、県産小麦パンの回数を増やすなど、引き続き地産地消の推進

に努力してまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録            

「発達障害児の早期発見、療育と様々に困りごとを抱える子どもたちを社会全体で支える 

ための啓発について」 

質問者 ハートフル北九州 三宅 まゆみ 議員 回答者 教育長 

（質問） 

発達障害児の早期発見、療育と様々に困りごとを抱える子どもたちを社会全体で支え

るための啓発について伺います。 

少子化が進む中、診断の精度が上がったこともあり、以前に比べて発達障害、又は発

達障害が疑われる子供さんの数が増えています。本市では今議会で公立幼稚園廃止の議

案が出ていますが、教育委員会の説明では、公立幼稚園をなくし、民間の幼稚園で障害

児の入園を広げ、「幼児教育センター」で障害児教育にさらに力を入れていくということ

です。 

まず一点目に、「幼児教育センター」はどのような機能を持ち、どのような活動予定な

のか伺います。 

次に、幼稚園などでは、入園後に子供さんの発達に課題があると思われる場合は早期

発見、早期療育が大切ですが、それを保護者にご理解いただくことが難しい状況もある

ようです。そのまま順調に成長する場合もあると思いますが、発達障害の場合は子供さ

んのために良かれと思い、厳しくしつけをすることが、かえって状況を悪化させる場合

があり、二次的な障害を起こすことが大変心配です。周囲の正しい認識と早期の療育が

あれば、子供さんはその後順調に成長し、何よりも本人が生きづらさを感じずに成長で

きるのではないでしょうか。 

そこで、ぜひ、「幼児教育センター」の先生などが幼稚園などに積極的に  訪問等を

行い、子供さん達の状況を確認することや、幼稚園の先生達や保護者の相談や啓発を担

っていただきたいと思いますが、見解を伺います。 

（答弁） 

発達障害児を社会全体で支えるための啓発について、「幼児教育センター」に関連いた

しまして二点お尋ねいただきましたので、まとめてお答えさせていただきます。 

まず、教育委員会におけます現在の取組をご説明いたしますと、これまで、教育委員

会では、幼児期からの適切な支援を行うために、保護者と一緒に支援の方法等について

考える「早期教育相談」や、早期支援コーディネーターを幼稚園や保育所に派遣して、適

切な支援について助言いたします「早期巡回相談」など、支援体制の充実を図ってきて

おります。 

議員お尋ねの「（仮）幼児教育センター」につきましては、具体的な機能や取組はこれ

からの検討となりますけれども、これまで公立幼稚園が培ってきました幼児教育に関す

る知識や経験を受け継ぎまして、幼稚園教育要領に関すること、研修の企画や実施など、

人材育成に関すること、特別な教育的配慮を要する幼児の支援に関すること、こういっ
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たことなどの役割を担って、市内の私立幼稚園を支援する取組を行っていきたいと考え

ております。 

なお、この「幼児教育センター」は、令和５年度には設置したいと考えておりまして、

今年度には、外部有識者や幼稚園関係者からの意見聴取を開始するなど、準備を進めて

まいります。 

また、幼児教育の知識や経験が豊富な人材を、「幼児教育アドバイザー」、これは仮称

ではございますが、アドバイザーとして配置し、私立幼稚園を訪問する取組を行うこと

としております。 

このアドバイザーは、私立幼稚園での保育参観等を通しまして、園児が主体的に活動

できる環境構成について、特別な教育的配慮を要する園児への支援方法について、小学

校教育との円滑な接続について、指導計画の作成と評価について、助言や相談への対応

を行うなど、私立幼稚園のサポートを行っていくことを想定しております。 

特別な教育的配慮を要する幼児への支援は重要であると考えておりまして、これまで

行っております「早期教育相談」や「早期巡回相談」を、引き続き実施するとともに、こ

の「幼児教育アドバイザー」の訪問活動における助言や、本市独自の「サポート園制度」

の拡充など、支援体制を強化してまいりたいと考えております。 
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議 会 会 議 録          

「北九州市立高等学校の校舎の建て替えと早急なトイレの改善について」 

質問者  ハートフル北九州 三宅 まゆみ 議員 回答者 教育長 

（質問） 

北九州市立高等学校の校舎の建て替えと早急なトイレの改善について、伺います。 

先日、北九州市立高等学校の生徒さんから切実なメールが届いたので、その概要を紹

介します。 

「私達の学校は伝統のある日々精進できる学校ですが、残念なことに校舎が古く、生

徒総会でも毎年トイレの改修工事を求める意見が出ています。大半のトイレで水が流れ

ず、6個あるトイレのうち、きちんと水が流れるのは 3個だけで、水が流れないため、な

かなかトイレから出られないこともあります。また女子トイレと男子トイレの間仕切り

の天井に隙間があり、声が聞こえてくるので落ち着けません。北九州市立高校は部活動

の成績もよく、資格取得もでき、先生達は親身になって私達に接してくださいます。建

物が古いという理由で受験をしない後輩たちがいるのは悲しいです。この問題が市に届

いているのか分かりませんが、私達の学校生活、そして今後の北九州市立高校のために

も現状を知っていただけると幸いです。」といった内容でした。 

早速、私が学校に行くと、メールの内容どおりでした。きれいに掃除をしていますが、

障害者用トイレのアコーディオンカーテンは壊れかけており、男子トイレには洋式トイ

レのない箇所があり、手洗い場は錆つき、男女の間仕切りガラスが割れたところがある

など、ほっとできる場所であるトイレが、はらはらする場所となっており、ゆっくり用

もたせない状況です。 

特に、女子トイレは連続して利用すれば余計に水が流れず、私が伺ったときも、何か

所もトイレットペーパーが流れていない状況でした。トイレだけでなく、増改築を繰り

返した校舎には、日当たりのとても悪い場所があり、修理はしているものの、床はシロ

アリでボロボロでした。 

また、特に老朽化が激しい理科室は、実験用の洗い場の水が屋外の側溝に流れ出て溜

まるため、夏場はボウフラがわくそうです。電気系統もつぎはぎだらけで、いつまで使

用できるかわからないようです。 

このような中で生徒さんたちは頑張っています。当面のトイレの改修は必要ですが、

学校そのものの建て替えを検討すべき時期だと考えます。見解をお聞かせください。 

（答弁） 

北九州市立高等学校の状況でございますが、校舎は昭和 41 年に建設されておりまし

て、建設から 55 年以上経過して、老朽化が目立っていることから、大規模改修に向けて、

令和元年度に基本設計を実施したところです。 

しかしながら、社会状況が大きく変化していることから、北九州市立高等学校の将来

を見据えて、今後の在り方を検討するために、令和２年度に有識者会議を開催して、意

見のとりまとめを行ったところです。 

この有識者会議のまとめの中で、魅力向上の内容として「探究活動」や「個別最適化」

された学習の重要性について言及されたことから、ハード面については、北九州市立高
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等学校の今後の方向性を踏まえて整備をすることとして、現在に至っているところでご

ざいます。               

トイレや校舎の改修でございますが、これまで、トイレの改修については校舎西側の

3階・4階及び東側２階男子トイレの車いす使用のブースの設置だとか、すべての女子ト

イレへの流水音等発生器、いわゆる「音姫」でございますが、そういった機器の設置など

の改修を行ってきたところです。 

議員ご指摘の水の流れが悪い箇所だとか、老朽化している部分は、今後も改善に努め

てまいります。 

また、今年度に施工を予定しておりました、調理室のシロアリ被害対策を今月中に完

了するなど、校舎の改修につきましては、必要に応じて予算の範囲内で整備を行ってい

るところでございます。 

本市唯一の北九州市立高等学校でございます。部活動の全国的な活躍などによって、

シビックプライドの醸成に大きく貢献するなど、大変重要な存在でございます。現在、

更なる魅力向上や特色ある学校づくりのために、令和 5年度からの施行を目指して、「ス

クール・ポリシー」や学科構成の変更などを検討しているところです。 

校舎の老朽化への対応は、まずは緊急性の高い箇所や可能なところから随時改修を進

めながら、引き続き学校の在り方の中で検討してまいりたいと考えております。 
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